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は　じ　め　に

　リカート（Ｄａ．１ｄ　Ｒ１。。。ｄ。）の経済学の解釈に関する議論はスラ ソファ（Ｐ１。。。Ｓ。。丑。）の編集に
　　　　　　　　　１）
よる『リカード全集』の刊行を契機としてその現代的局面を招来した。そこではスラ ッファ 派と

新古典派が相互に対立しながら，リカードの経済学を自己の立場の先駆であると看なして整理す

る解釈を各々主張した。さらに近年に至ってピーチ（Ｔ。。。ｙ　Ｐ。。。ｈ）は両者の主張について歴史的

事実を重視する立場から批判的に検証し，リカード像の再構成を試みているが，しかし諸々の論
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
点について明確な結論を得るには至らなかった。こうしてリカートの経済学の解釈に関する議論

の総括という課題は今日まで残されてきたのである 。

　さて本稿の主題と関違するリカートの分配と成長の分析の数理モデルによる定式化に関する議

論はこうした論争の文脈を反映しながら多様な見解を生み出してきた。そこでの最大の困難は実

質賃金一定の仮定か，実質賃金の変化の仮定か，いずれがリカードの分析にとっ て本質的である
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
かという点にあ ったのだが，これはいまだに明確な結論を見ていない。また多くの定式化におい

て共通して，リカートの経済学の問題構成すなわち「理論樽造」に関する議論を踏まえていない

ためにリカード自身による議論との関連の在り方が必ずしも明確でない，単一部門マクロ経済の

仮定および同質財賃金の仮定が採用されているためにリカードの分析における労働価値理論の役

割を説明できないといっ た欠点が見出される。なお理論構造に関して欧米おいてはスラ ッファが

価値論に基づく分配論という構図を鮮明にする解釈を提出したが，それ以降は特記すべき議論は

見られない。しかし日本においては中村廣治がスラ ッファの見解についてマルクス（Ｋ。。ｌＭ．ｒｘ）

の剰余価値理論に近い立場から批判しながら，独自の修正案を提出している。ともあれこうした

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４８）
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理論構造に関する議論と数理モデルによる定式化に関する議論は相互に分離したまま行われてき

たのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
　かくて本稿の目的はリカードの『原理』の理論構造を再検討し，これを踏まえてリカードの分

配と成長の分析の数理モテルによる定式化を行うことである。これによっ て上述の論争に関する

一定の結論を提出するのみならず，リカードの分析における労働価値理論および差額地代理論の

意義を確認しながらリカードの経済学の全体像を再構成し，さらにリカードの経済学の剰余理論

としての歴史的意義を明らかにする。なお筆者はすでにリカードの経済学の解釈に関連する諸問

題のうち，初期の利潤理論，労働価値理論，賃金概念に関する研究を遂行し，これらの各々につ

いて一定の結論を得ている。従って本稿の考察はこうした筆者自身による一連の研究の総括に相

当し，特に後二者の結論に依拠しながら『原理』の理論構造について再考する。こうした研究は

リカートの経済学に関するスラ ソファによる解釈を批判しながらも ，その剰余理論としての意義

を再評価しようとするものであり ，また理論的貝献と文献的事実の両者をともにできるだけ重視

する解釈を提出しようと意図するものである 。

１． 『原理』の理論構造と定式化に関する問題点

　最初にリカートの『原理』の理論構造に関する従来の支配的見解を検証する。ここで「理論構

造」の問題とは正確にいうなら『原理』の各章における議論の位置づけ，それらの相互の関係を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）整理し，それに基づいてリカードの経済学の構造や性格を明確にしようとするものである。ここ

では『原理』のうち分配と成長の分析に直接関連する第１章価値論，第２章地代論，第４章価格

論， 第５章賃金論，第６章利潤論の相互の関係について考える。ただし第３章鉱山地代論は第２

章の事実上の補論にすぎないと看なして省略し，第７章貿易論は本稿の作業の範囲には含まれな

いものとして便宜上無視する。それにしても『原理』の最初の５つの章の配列は表題からしてい

かにも不自然であるから，これを整合的に説明することがリカード研究の主題の一つとなっ たこ

とは当然であろう 。

　さてスラ ソファによると『原理』第４章価格論と第５章賃金論はリカートが最初は一つの章と

して執筆したものを，印刷の直前になっ て慌てて２つの章に分割したものである，そしてこのた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）めにいわゆる「重章問題」が生じたという（Ｓ。。丑。１９５１ ，ｐｐ　ｘｘ１１－ｘｘｖ１１ ）。 この説明はリカートが第

４章価格論を第５章賃金論のための序論として執筆したという経緯を確認するものであ った。ま

たこの問題と関わ ってスラ ッファはリカードが地代の問題を捨象するとき賃金と利潤の関係を容

易に考察できると述べたことに言及している（Ｓ。。ｆｆａ１９５１，ｐ　ｘｘｍ）。 これらより『原理』の理論構

造に関するスラ ッファの見解は，第１章価値論は「価値論」を形成し，第４章価格論 ・第５章賃

金論 ・第６章利潤論は賃金と利潤に関するｒ狭義の分配論」，これに第２章地代論を加えてｒ広
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
義の分配論」を形成するというものだったと看なせる。これはリカードの経済学を「価値と分配

の分析」という形に即して整理するものであり ，確かに『原理』の各章の位置づけを理解しやす

くしている。しかしながら中村はスラ ッファの説明においては地代の問題の捨象の意味，および

第４章価格論と第５章賃金論の分割の意味が十分に捉えられていないとしてこれを批判している

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４９）
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（中村１９７５
，ＰＰ

．１８６－８７）。 すなわちスラ ッファはリカードの経済学をスラ ッファ 自身の立場との関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
連を意識しながら単純化しすぎているというのである 。

　これに対して中村によるとリカードの問題意識において価値の考察の完成のためには「地代の

支払」によるその修正に関する考慮を則提としていた，また価値の考察が分配の考察のための基

礎となるためには価格としての一層の現実接近が必要であ ったという（中村１９７５，ＰＰ．１９３－９７）。

これらより『原理』の理論構造に関する中村の見解は，第１章価値論 ・第２章地代論は「広義の

価値論」，第４章価格論は「現実の価値論」を形成し，第５章賃金論 ・第６章利潤論は「分配論」

　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
を形成するというものだったと看なせる。これはリカードの価値論とマルクスの剰余価値理論の

関違を意識した説明である，なぜならここでいう「広義の価値」と「現実の価値」は投下労働量

に基づく基礎的な価値概念と利潤率の均等化を考慮したときの現実的な価値概念という意味にお

いて，マルクスのいう「価値」と「価格」に各々対応すると看なせるからである。そして確かに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
リカートの叙述にはこうした解釈を正当化する側面が認められる 。

　こうした『原理』の理論構造に関する議論の意義を踏まえながら，しかし本稿ではこれを以下

の２つの視点から再考する。第１に第１章価値論において展開されたリカードの労働価値理論の

意義を強調する。すなわち労働価値理論が価格と利潤の決定を説明するための完結した理論体系

であることを明らかにしながら順理』の議論を整理する。このとき価値論と価格論の区別はあ

まり重要ではなく ，また価値論と分配論は論理的に不可分であるということになる。第２に第４

章価格論と第５章賃金論の分割の意味を一層強調する。すなわち論理的には前者は比較静学分析

と関連し，後者は動学分析のための基礎となるということを明らかにする。こうした視点はリカ

ードの経済学の剰余理論としての意義を強調するためのものであるが，同時に数理モデルによる

定式化に関する議論に結論を与えるためのものであり ，またリカートの経清学の解釈に関する議

論をスラ ッファやマルクスの立場との関連という文脈から解放するためのものである 。

　続いてリカードの分析の数理モデルによる定式化に関する従来の見解の内容および意義を整理

する。これについて一方にスラ ッファ 派の立場に従って実質賃金一定の仮定を採用する定式化が

あり ，他方に新古典派を中心として実質賃金の変化を承認する定式化がある。これらの本質的な

構造として，まず両者とも単一部門マクロ経済の仮定および同質財賃金の仮定が採用され，規模

に対する収穫逓減を表現する生産関数，分配変数，賃金基金が実質タームで各々定義されている 。

ここで前者では資本量と実質賃金を所与として労働量が決定し，産出と分配が決定するという構

図を説明しており ，後者では資本蓄積率と人口増加率の水準に基づいて今期の資本量と労働量が

決定し，これに基づいて実質賃金が決定し，産出と分配が決定するという過程を再構成している 。

こうして前者は実質賃金一定の仮定に依存しながら比較静学分析を構成し，後者は実質賃金の変
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
化を承認しながら動学分析を提示するのである 。

　こうした２種類の定式化のうち，いずれがリカードの分析の正当な再構成といえるのか，これ

は実質賃金一定の仮定の是非についていうなら両者とも正当であるというのが本稿の結論である 。

しかし２種類の定式化において共通する問題が存在する。第１に順理』の理論構造に関する議

論が踏まえられていないという問題がある。このために２種類の定式化はリカードの議論のうち ，

とのような問題領域の議論を，とのような角度から再構成しようとしているのかが不明確になっ

ており ，これが論争の結論が容易に見出せないことの理由をなしている。第２に労働価値理論が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０）
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定義されていない，あるいはその役割が明確に捉えられていないという問題がある。すなわち単

一部門マクロ経済の仮定およぴ同質財賃金の仮定のためにすべての分配変数は実質タームで疋義

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）することが可能となっ ており ，そして利潤率はいわゆる「穀物比率」と無差別な形式になっ てい
る。 第３にこうした問題の帰結として従来の定式化によっ てはリカートの成長過程に関する議論

を再現することができない。リカートが『原理』において王題として議論したのは次章以下で述

べるとおり ，農業生産の収穫逓減が貨幣賃金の上昇を通して　般的利潤率の低下を帰結すること
，

地代の発生に影響されることなく労働量あたり賃金十利潤額が一定であること ，賃金財価格の上

昇にともなう貨幣賃金の上昇圧力および労働需要の増加率の低下にともなう貨幣賃金の低下圧力

によっ て貨幣賃金の上昇および実質賃金の減少が帰結すること ，これらを論証することであ った 。

こうした議論を従来の定式化によっ ては再現することができないのである 。

２． 差額地代を考慮した価値＝分配論

　本章では『原理』の理論構造を再考するための第１の視点と関運して第１章価値論における労

働価値理論の意義を確認し，これを視軸として第２章地代論および第６章利潤論における議論を

整理する。すなわち労働価値理論は価格と利潤の決定を説明するための理論体系であり ，さらに

いうなら成長過程における分配の変化を説明するための体系である。これを確認することができ

るなら労働価値理論は事実上の「価値＝分配論」であるということができるし，この論理の範囲

内において第１章価値論 ・第２章地代論 ・第６章利潤論における議論は展開されていると看なす

ことができるのである 。

　まず『原理』第１章価値論における労働価値理論の内容およひ意義を確認する 。周知のとおり

リカートの分析の王題はその初期以来　貫して，農業生産の収穫逓減状況は利潤率の傾向的低下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
を帰結するという命題を論証することだ った。ここで投入は労働力のみ，産出は賃金財である穀
物， 生産期問は１期問という部門［Ａ１に所属する任意の土地ｉにおける生産過程について考え

る。 この生産過程に関する費用一価格関係は次のようにして表すことができる
。

　　　　（１＋冗）ｗＬｉ＝ｐＡｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．１）

ここで土地ｉにおける労働量Ｌ ｉ， 産出量Ａ ｉ， また経済全体で均等な利潤率 冗， 貨幣賃金ｗ，穀

物の価格ｐであり ，このうち技術的生産条件としてＬ 。，
Ａ、 の値を所与とする。このとき式

（２．１）は自由度２となるが，リカードの初期以来の課題はここでどのようにして冗，ｗ，ｐの値

が決定するのか，どのようにしてＬｉ増加によっ て冗 低下が帰結するのかを示すことだったと言
　　　　　１４）
い換えてよい。そしてこうした課題に対する解答として『原理』第１章価値論において労働価値

理論を確立したのだ った。この理論の本質的王張は貨幣商品の交換価値が一定であるとき任意の

商品の価格ｐはその生産における投下労働量Ｌｉと一定の比例関係をもつというものであるが ，

これは次のようにして表すことができる（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．５６）。

　　　　 ｐＡｉ／Ｌｉ：ぴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．２）

ここで比例定数 ぴ（ぴ＞Ｏ）である。従って式（２．２）において生産条件Ｌ ｉ，
Ａｉ が与えられたとき

価格ｐは一義的に決定するのであるが，これはまた式（２．１）において利潤率 兀は価格ｐから独

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５１）
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立であり ，むしろ貨幣賃金ｗとの相反関係をもつということを意味する。従って式（２
・１）（２ ・２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
は労働価値理論に基づく価格および分配の決定を表現する最も単純な体系である。さてリカード

は同じ第１章価値論において賃金財価格が変化したとき貨幣賃金は同じ方向に変化するが実質賃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
金は一定であると述べている（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．１５－１６）。 これは貨幣賃金に関する例えば次のような暗

黙の仮定があ ったことを意味する 。

　　　　ｗ＝ｐ６り十ｖ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２ ．３）

ここで実質賃金のうち穀物［Ａ１の分量 の， そのほかの商品の合計額 ｖであり ，ともに所与かつ

一定であると仮定する。このとき式（２ ．１）（２ ．２）（２．３）は労働量Ｌｉと価格ｐの比例関係，価格ｐ

と貨幣賃金Ｗの正の関係，貨幣賃金Ｗと利潤率 冗の負の関係を表現する体系となる・そしてリ

カードはこうした論理を用いて農業生産の収穫逓減が貨幣賃金の上昇を通して利潤率の傾向的低

下を帰結する過程を提示したのである。これは次のようにして示すことができる（ＲＷ，Ｉ ，ｐ
．６４）。

　　　　労働量Ｌ，の増大→賃金財価格ｐの上昇→貨幣賃金ｗの上昇→利潤率 冗の低下

ただしこれは直接的には土地ｉにおいて肥沃度が低下する状況として，産出量Ａｉを一定に維持

するために必要な労働量Ｌｉの増加が生じる場合を示している。こうして第１章価値論における

労働価値理論は「価値：分配論」として価格と利潤の決定の基本的な論理を説明し，利潤率の傾

向的低下の命題を論証する完結した理論体系であるということができるのである 。

　次に『原理』第２章地代論における差額地代理論の意義とその帰結を検討する。ここでリカー

ドは「土地の分量が無制限でなく地質が均一でない」とき，そして「人口の増加につれて，劣質

の土地，あるいはより利点の少ない位置にある土地が耕作されるようになる」とき ，今一つの分

配変数として地代が生じると述べている（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．７０）。 従っ て先述の労働価値理論に基づく利

潤率の傾向的低下の論証はこうした問題を考慮する以前の基礎的な領域の議論であ ったと言わね

ばならない。そしてリカードの差額地代理論の本質的主張は以下の２点である，まずリカードは

次のように述べた 。

　　 「地代はつねに二つの相等しい分量の資本と労働の使用によっ て取得される生産物問の差額

　　だからである 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．７１）

これは差額地代の　般的定義であ って，例えは先述の土地 １における産出額ｐＡ１は賃金と利潤の

みに分配されるのではなくて，土地ｉが限界地でないとき限界地における産出額との差額は地代

として割り当てられるというのである。これは次のようにして表すことができる 。

　　　　 ｐＡｒｐＡｍ＝ｐＲｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２
．４）

ここで限界地ｍの産出量Ａｍ， 土地ｉの地代量Ｒｉであり ，Ａｉ＞Ａｍである限りＲｉ＞Ｏである。た

だしリカード自身による想定に従って，また説明の簡略化のため各土地における労働量はすべて

一定かつ互いに等しい，すなわち限界地の労働量Ｌｍとして，Ｌｉ＝Ｌｍであると仮定する（ＲＷ １

　　１７）
Ｉ，

ｐ． ７０）。 またリカードは次のように述べた 。

　　 「すべての商品の交換価値は，…もっとも不利な事情のもとでひきつづいてそれらの物を生

　　産する人々によっ て， その生産に必然的に投下されるより多量の労働によっ て左右されるの

　　である ，」（ＲＷ，Ｉ ，Ｐ
．７３）

これは限界地における労働価値理論の成立あるいは限界地の生産条件に基づく価格の決定を述べ

ているのであるから ，式（２．２）に代えて次の式を導入することを意味する 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２）
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　　　　ｐＡｍ／Ｌｍ：ぴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２
．５）

すなわちここで決定する価格ｐはＡｉ＞Ａｍである限り式（２．２）で決定する価格よりも大きくなり ，

その大きくなっ た部分すなわち差額が地代として割り当てられるのである。こうした論理に基づ

いてリカードは第２章地代論において劣等地耕作の進行すなわちＡｍの減少にともなっ て任意の

土地の地代量Ｒｉは増加し，さらに大きい比率で地代額ｐＲｉは増加するという説明を示した
　　　　　　　１８）
（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．８４ －８５）。 しかしながら劣等地耕作にともなう産出額の増加分が地代の増加に吸収さ

れることが確かであるなら，地代を差し引いたときの残余額すなわち賃金十利潤額が一定である

ことはもはや明らかである 。ここで式（２．１）に代えて，そして産出は地代，賃金，利潤として分

配されると仮定するなら，これを次のようにして表すことができる 。

　　　　ｐＡｉ：ｐＲｉ＋ｐＷｉ＋ｐｎｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２
．６）

ここで土地ｉの全体の生産物タームの賃金量Ｗ ｉ， 同じく利潤量■ ｉである。そして式（２
．４）

（２ ．５）（２．６）より次の関係を容易に導き出すことができる 。

　　　　ｐＷｉ＋ｐｕ ｉ＝ｐＡｒｐＲｉ：ｐＡ。＝び Ｌ。

すなわち比例定数 ”および限界地における労働量Ｌｍが一定である限り土地ｉにおける賃金十利

潤額（ｐＷ、十ｐｎ、）は一定である。さらにいうなら賃金十利潤額はＡｌの値にもＡ。の値にも左右

されることなくぴＬｍに等しいから，すべての土地において，すべての耕作の進行度においてつ

ねに一定である。こうして第１章価値論および第２章地代論の帰結として，あるいは労働価値理

論および差額地代理論の意義として地代の発生に関わりなく貨幣賃金と利潤率の相反関係は厳密

に成立する。このとき第１章価値論において示された貨幣賃金の上昇にともなう利潤率の低下の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
過程の論証は依然として成止するのである 。

　ところで以上のような『原理』第１章価値論および第２章地代論の帰結はまさに第６章利潤論

の結論である。リカードは同章の目的について「利潤率の永続的変動…の原因はなにか，を考察

することである」と述べたうえで，収穫逓減状況において貨幣賃金が上昇したときであ っても

「もしも原生産物の価格が増加するならば…すくなくとも農業者は…同一の利潤率を得ないであ

ろうか？」として課題を設定した（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１１０，１１１）。 この課題設定はややおかしい，正確にい

うなら農業部門における産出額の増加と利潤率の低下は地代の発生を考慮したときにも依然とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
て同時に確認できるのかということであろう 。そしてリカードはやはり農業部門の利潤率の低下

を主張しながら次のように述べた 。

　　「彼は，たんに，製造業者と同様に，彼が雇用する各労働者に賃銀の増加額を支払わなけれ

　　ばならないばかりでなく ，同一生産物を取得するために，地代を支払うか，あるいは追加数

　　の労働者を雇用するか，そのいずれかをせざるえなくなり ，そして原生産物の価格の騰貴は ，

　　その地代またはその追加数に比例するにすぎず，彼に賃銀の上昇の補償をしないだろうから

　　である 。」（ＲＷ，Ｉ ，Ｐ．１１１）

すなわち産出額の上昇分は地代に吸収されて貨幣賃金の上昇を補填する以上ではありえないとい

うのであるが，これはすでに見た第１章価値論および第２章地代論の総括に相当すると看なすこ

とができる。そしてリカードは各土地における労働量Ｌｉを１０［人１，本稿いう比例定数 ぴの値を

暗黙に７２と想定したうえで，すなわちぴＬｉ＝７２０としたうえで次のように述べた 。

　　「価格の騰貴とともに，彼はより少量の生産物の価値を自分に保留し，より多量の生産物の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３）
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　　価値を地主に与えるであろうが，しかもこの控除はつねに彼に同額の七二○ポントを残すよ

　　うな大きさであろうからである 。」

　　ｒまた，あらゆる場合に，同額の七二○ポンドが賃銀と利潤とに分割されねばならないこと

　　も ，わかるであろう 。」

　　「製造業の利潤はもちろん農業の利潤も，原生産物の価格の騰貴が賃銀の上昇をともなうな

　　らは，原生産物の価格の騰貴によっ てひき下げられる 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ１１４－１１５）

こうして先述のものとまっ たく同様の結論が導き出された，すなわち産出から地代を差し引いた

ときの賃金十利潤額はつねに７２０ポンドで一定であるから，賃金財価格の上昇そして貨幣賃金の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
上昇は必然的に利潤率の低下を帰結するというのである。従って第１章価値論および第２章地代

論の直接的な帰緒として第６章利潤論がある，あるいは第１章価値論による結論が第２章地代論
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
および第６章利潤論において地代の問題を踏まえて再確認されたということができる。そしてこ

のように相互に不可分である第１章価値論 ・第２章地代論 ・第６章利潤論の議論は「地代を考慮

した価値＝分配論」と呼ぶことができるだろう 。またこの議論は劣等地耕作の進行および実質賃

金の変化に関する内生的な説明を含まず，前者を所与，後者を所与かつ一定としているから基本

的に比較静学分析の領域に属するものであ った 。

　これについて若干の捕足をしておかねはならない。第１に『原理』第１章価値論における議論

に関連する土地ｉに関する費用一価格関係式（２．１）から第６章利潤論の結論を直ちに導き出すこ

とはできず，そのためには地代を加えた分配式（２．６）を考慮せねばならない，このとき第１章価

値論と第６章利潤論の直接的な関係は主張できるのかという疑問が生じるかもしれない。しかし

リカードにとっ て産出が地代，賃金，利潤として分配されることは議論のための大削提であ った

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）ということは『原理』序言より明らかであろうから，これは問題ではないだろう（ＲＷ，Ｉ ，Ｐ５）。

第２に貨幣賃金の定義式（２３）が初めて明示的に導入され，実質賃金一定の仮定とともに議論に

付されたのは実際には『原理』第５章賃金論においてであるのだが，このとき第５章賃金論なし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）に第６章利潤論の議論は成立するのかという疑問が生じるかもしれない（ＲＷ，Ｉ ，ｐ１０３）。 しか

しリカードは第１章価値論においてすでに，明示的にではないにせよ，先述のとおり実質賃金を

一定として貨幣賃金と賃金財価格は同じ方向に変化するという想定に基づいて議論を行っている

し， また第５章賃金論における議論は後述するように実質賃金の変化に関連する問題を主題とし

ており ，実質賃金一定の仮定に基づく議論は部分的に挿入されているにすぎないから同章の主題

であるとは言い難い。従って第５章賃金論は第６章利潤論の成立のための則提であると看なすこ

とはできないから，これも問題ではないだろう 。第３に第６章利潤論における議論は先述のよう

な比較静学分析に属するもののみではなくて，実際には労働力のほかの資本の投入およぴ資本財

価格の変化の問題（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ１１７－１８），資本蓄積の進行と利潤の大きさの関係（ＲＷ，Ｉ ，ｐ１２０ ，

１２２），実質賃金の変化の問題（ＲＷ，Ｉ ，Ｐ．１２５）への言及が各々見られる。しかしこれらはあくま

で断片的な言及であ って，第６章利潤論の骨子を形成する議論は，あるいは第６章利潤論の大半

を占める議論は労働力のほかの資本投入なし，資本蓄積の内生的な決定なし，実質賃金の変化な

し， という仮定に基づいて遂行されているから，これも本質的な問題ではないだろう 。こうして

やはり第１章価値論 ・第２章地代論 ・第６章利潤論は相互に不可分の比較静学分析を形成してい

ると看なすことができるのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４）
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３． 価格論と賃金論の相違

　本章では『原理』の理論構造を再考するための第２の視点と関連して第４章価格論と第５章賃

金論の分割の意味を再検討する。もちろんリカード自身の意図ははっきりとは知るべくもないの

であるが，ここではリカートの分析の歴史的貝献を明確にできるような形で第４章価格論と第５

章賃金論の相違を整理する。これは結論からいうなら中村のいうとおり価格または賃金の調整機

構の内的相違（中村１９９６，ｐｐ．２４９－５２）であ って，さらに経済分析の論理次元の相違である。すな

わち第４章価格論は一般商品の価格および需要一供給に関する部門問の資本移動による調整，そ

して均等利潤率の成立に関連する議論を含み，これによっ て第１章価値論 ・第２章地代論 ・第６

章利潤論の比較静学分析を暗黙に支持している。第５章賃金論は労働者の賃金および労働需要一

供給に関する経済全体の資本蓄積と人口増加による動学的調整に関連する議論を含み，こうした

調整の過程を内生的に説明することによっ て動学分析のための基礎を形成する 。

　まず『原理』第４章価格論の内容およひ意義を確認する。リカートは同章の目頭において自然

価格は「労働をもっ て価値の基準とし」たときに成立する「本来的かつ自然的価格」であるとし ，

市場価格は商品の需要に供給が一致しないときに自然価格から「偶然的かつ一時的に離れる」も

のであるとして定義している。そして需要の変化が生じたとき市場価格は変動し，これを指標と

して「資本は…ちょうど必要な分量で正確に割り当てられる」，そしてこうした調整は「彼らす

べての利潤率を均等化しようとする」という（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．８８）。 すなわちリカードは，需要の変化

：〉市場価格の変化：＞部門利潤率の変化→資本移動→供給の変化→自然価格の成立→均等利潤率の

成立，という一般商品の価格およひ需要一供給に関する部門問調整について議論している。そし

てリカードにとっ て， 需要一供給の一致，自然価格一市場価格の一致，均等利潤率の成立の三者
　　　　　　　　　　２５）
は実質的に同義であ った 。

　こうした『原理』第４章価格論における議論は価格の一時的変動の問題を長期分析から排除す

ることを可能にするから，これは第１章価値論の労働価値理論を補強しながら利潤率の傾向的低

下の論証を支持するといえそうでもあるが，しかしこの説明の帰結は均等利潤率の成立にあ って ，

均等利潤率の成立は労働価値理論の成立のためのむしろ同１』提である。また従来は『原理』の「価

値論」と「分配論」のあいだに位置する第４章価格論は両者を媒介するものであると看なされが

ちであ ったが，しかしすでに示したとおり労働価値理論は事実上の「価値＝分配論」であるから ，

そのような想定に立つ限り「価値論」と「分配論」の媒介を想定することにはあまり意味がない 。

こうした見方が承認されるなら第４章価格論は「部門問調整論」あるいは「均等利潤率論」とし

て第１章価値論における労働価値理論の成立のための条件を保証するということができる，これ

は以下のようにして示すことができる。周知のとおりリカードは第１章価値論において２つの商

晶の生産過程の資本構成が等しいとき両者の交換価値は両者の生産のために必要な投下労働量の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
比率によっ て決定すると述べたのだった（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．５３）。 これについて考えるために例えば先述

の商品［Ａ１およひ貨幣商品［Ｇ１の生産過程について資本構成は等しく ，ともに投入は労働力の

み， 生産期間は１期間，ただし地代の問題は考慮しない，そして各々の生産過程において各々の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５）
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価値が決定すると仮定して両者の費用一価値関係を次のようにして表す 。

　　　　（１＋冗Ａ）ｗＡＬｉ：ｐＡ＊Ａ…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．１）

　　　　（１＋冗Ｇ）ｗＧＬｃ：ｐＧ＊Ｇ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３ ．２）

ここで商品［ＡＨＧｌの各々の生産過程における固有の値であることを表す添字あるいは産出量

Ａ， Ｇ， また商品［Ａｌ［Ｇ１の価値ｐＡ＊，ｐＧ＊ であるとする。そして両者の交換価値が両者の投下

労働量の比率に等しいということは式（３ ．１）（３．２）より次の関係が得られることを意味する 。

　　　　 ｐ＾＊ （１＋冗Ａ）ｗＡＬ、／Ａ、＿Ｌ，／Ａ，

　　　　 ｐＧ＊　　（１＋冗Ｇ）ｗＧＬＧ／Ｇ　　ＬＧ／Ｇ

ここで明らかであろうが，この関係が　般的に成立するためには資本構成が均等であるはかりで

なく ，利潤率 冗Ａ，冗Ｇ およぴ貨幣賃金Ｗ。，ＷＧ が各々互いに等しいことを則提とする。換言する

ならリカードの労働価値理論の成立のためには部門間で均等な利潤率および貨幣賃金の成立が必
　　　　　　　２７）
要条件なのである。さらにこの商品［Ａｌの価値の貨幣商品［Ｇｌの価値に対する比率を前者の価

格であるとして，すなわちｐ＝ｐＡ＊／ｐＧ＊ として定義し，これと式（２ ．２）すなわちｐＡｉ／Ｌｉ＝ぴより

次の関係を導き出すことができる 。

　　　　 ｐＡｉ／Ｌドぴ：Ｇ／ＬＧ

ここで先述のとおり比例定数 びの値が一定であるとき商品［Ａｌについて労働価値理論が成↓する

のであるが，この条件はじつは貨幣商晶の労働生産性が一定であることを意味するということが
　　　　　　２８）
分かるであろう 。こうして第４章価格論は部門間調整による均等利潤率の成立の論理を説明する

ことによっ て第１章価値論における労働価値理論の成立を保証し，これを通して第１章価値論 ・

第２章地代論 ・第６章利潤論の比較静学分析を暗黙に支持するということができる。ただし均等

利潤率の成立は則提として扱われており ，その成↓の過程は分析のなかで明示的な問題として扱

われているわけではないから，あくまで「暗黙に」支持するといわねばならない 。

　次に『原理』第５章賃金論の内容およぴ意義を確認する。リカートは同章の冒頭において自然

賃金は「労働者たちが，平均的にいっ て， 生存しかつ彼らの種族を増減なく永続させうるのに必

要な」賃金であるとし，市場賃金は「供給の需要にたいする割合の自然の作用から，実際に労働

者にたいして支払われる」賃金であるとして定義している。そして何らかの事情により市場賃金

が上昇したとき，これが人口増加を刺激することによっ て労働供給を増加させ，市場賃金の低下

を帰結するという（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ，９３－９４）。 これは例えば，労働需要の増加 ：＞市場賃金の上昇→人口

増加→労働供給の増加→自然賃金の成↓，という労働者の賃金およぴ需要一供給に関する経済全

体の動学的調整についての議論であり ，こうして労働需要一供給の一致およぴ自然賃金一市場賃
　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
金の一致が維持されるというのである。しかし経済全体の労働需要一供給の不一致が議論の対象

になっ ているということは，部門問調整によっ て均等利潤率が成立しているときであ っても必ず

しも労働需要一供給は一致しないということを意味する。ここにリカードにとっ ての価格の調整

の間題と賃金の調整の問題の決定的な相違が存在するのである 。

　さてこうした『原理』第５章賃金論における議論は上述のような人口増加の問題に関するもの

のみではなかった。リカードはさらに同章において資本蓄積の変化の問題（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．９４－９５）お

よび貨幣賃金の変化の原因（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．９７）に言及しながら，リカードにとっ て本来の主題と関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
違する収穫逓減状況における賃金の変化について次のような分析を行った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６）



　　　　　　　　　　　　　リカードの分配と成長の分析について（福田）　　　　　　　　　　　　５７

　　「社会の自然の前進につれて，労働の賃金は，それが供給と需要によっ て左右されるかぎり ，

　　低下する傾向をもつであろう 。というのは，労働者の供給は引き続いて同一率で増加するで

　　あろうが，一方彼らにたいする需要はより緩慢な率で増加するだろうからである 。」

　　「人口が増加するにつれて，これらの必需晶の価格は，それを生産するのにより多くの労働

　　が必要になるであろうから，たえず騰貴してゆくであろう 。」

　　「労働の貨幣賃金は低下するのではなく上昇するであろう 。しかしそれは，それにより労働

　　者が，慰安品と必需品とを，それらの商品の価格の騰貴以前に彼が購入したと同じ分量だけ ，

　　購入することができるほど十分には，上昇しないであろう 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．１０１－０２）

これを整理するならリカードは，投下労働量の増加 ：＞賃金財価格の上昇＝＞貨幣賃金の上昇 ＝＞利潤

率の低下 ＝〉資本蓄積率の低下 ＝〉労働需要の相対的減少＝＞貨幣賃金の低下 ＝＞実質賃金の減少，とい

う過程について述べているのであり ，さらに実質賃金の減少により人口増加率の低下が継起する

と想定するなら利潤率の低下に関する長期分析が成↓するのである。この議論について特記すべ

きは第１に資本蓄積率およひ人口増加率の変化の影響が考慮されていることであり ，しかも両者

の変化が内生的に説明されているということである。すなわち資本蓄積率は利潤率の増加関数と

して考慮されており ，人口増加率はこの部分では一定とされているが，先述のとおり実質賃金の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
増加関数として考慮することがリカートの議論にとっ て則提となっ ている。第２に貨幣賃金の変
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
化の原因として賃金財価格の変化のほかに労働需要一供給の影響が考慮されていることである 。

そして資本蓄積率の変化が労働需要の増加率を，人口増加率の変化が労働供給の増加率を各々規

定し，両者が相侯って貨幣賃金の変化を帰結するとされている。第３に労働需要一供給の影響を

考慮したことの帰結として実質賃金の変化について言及されていることである。すでに見たよう

にリカートの比較静学分析においては，貨幣賃金は実質賃金を所与かつ一定として賃金財価格が

与えられたとき一義的に決定すると想定されていた。このまま労働需要一供給の影響を認めるな

ら過重決定に陥ることは明らかであるから，実質賃金の変化はその必然的な帰結である。第４に

少なくとも人口増加率と実質賃金の相関を想定したことの帰結として，労働需要一供給の一致を

保証する賃金は資本蓄積率と人口増加率がともにゼロであるときを除いては生存賃金ではありえ

ない，さらにそれは資本蓄積率と人口増加率がともに変化するとき対応して変化せねばならない

から一定ではありえないということである。従って本稿では自然賃金は生存水準の賃金であると

いう第５章賃金論の冒頭におけるリカート自身による定義を放棄する。そして自然賃金について

必ずしも生存水準でなく一定でもない，すべての経済成長の状態においてつねに資本蓄積率一人

口増加率の一致を保証し，労働需要一供給の一致を通時的に保証する水準の賃金であるとして新
　　　　　３３）
たに定義する。こうした第５章賃金論における議論の特性はいずれも第１章価値論 ・第２章地代

論・ 第６章利潤論の比較静学分析においては見られなかった要素であり ，第４章価格論の主題と

も著しく異なっ ている。こうした特性はむしろ動学分析の領域に属し，このための基礎を構成す

る要素となるのである 。

（５７）
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４． リカードの比較静学分析の定式化

　ここまでの考察を踏まえて本章ではリカードの『原理』第１章価値論 ・第２章地代論 ・第６章

利潤論から構成される「地代を考慮した価値＝分配論」あるいは分配と成長の比較静学分析の数

理モテルによる定式化を提案する。これはリカート自身によるこの部分の議論に従って，実質賃
　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
金一定の仮定が採用されるものである。なお先述のとおり第４章価格論は比較静学分析を暗黙に

支持するのであるから本章による定式化とも関運するが，第５章賃金論は実質賃金の変化の問題

を主題とするのであるからここでの定式化とは直接的には関連しない 。

　さて提案するリカートの比較静学分析モテルは差額地代を考慮した土地 １の生産過程に関する

体系すなわち先述の式（２ ．３）（２ ．４）（２ ．５）（２ ．６）を，部門［Ａ１の全体について集計したものであ

る。 このとき定式化は従来の多くの研究において見られた単一部門マクロ経済モデルあるいは多

部門マクロ経済モテルではない，むしろ経済全体で平均的な資本構成をもち，経済全体の平均的

な分配と成長の状況を代表するミクロ経済モデル，すなわちリカードにとっ ての農業部門モデル
　　　　　　　　　３５）
を構成することになる。まず部門［Ａ１に所属する土地の全体を想定し，これが無限に分割可能

であり ，その労働生産性の高い順に並べることができると仮定するなら，規模に関する収穫逓減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
の性質の土地をもつ部門の生産条件を容易に扱うことができる。そして部門全体に関する生産関

数を次のようにして定義することができる 。

　　　　Ａ＝ｆ（Ｌ）；ｆ’＞Ｏ，ｆ”＜０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．１）

ここで部門全体の産出量Ａ，労働量Ｌである。限界地における労働価値理論の成立あるいは価

格の決定は次のようにして定義する 。

　　　　ｐｆ’（Ｌ）＝ぴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．２）

生産物の分配はすべて貨幣タームで定義する，部門全体の地代額は各土地における産出と限界地

における産出の差額の総計である，賃金額は投入費用である，利潤額は産出額から地代額および

賃金額を差し引いたときの剰余である。これらは次のようにして表すことができる 。

　　　　 ｐＲ＝ｐ　（ＡｒＡｍ）：ｐｆ（Ｌ）一ｐｆ’（Ｌ）Ｌ：ｐｆ（Ｌ）一ぴＬ　　　　　　　　　　　　　　（４ ．３）

　　　　ｐＷ＝ｗＬ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．４）

　　　　ｐｕ＝ｐＡ－ｐＲ－ｐＷ＝ｐｆ’（Ｌ）Ｌ－ｗＬ＝（ぴ一ｗ）Ｌ　　　　　　　　　　　（４ ．５）

ここで生産物タームの部門全体の地代量Ｒ，賃金量Ｗ，利潤量１皿である。貨幣賃金は以前と同

様に異質財賃金の仮定を採用して次のとおりとする 。

　　　　ｗ＝Ｐ６リ十ｖ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．６）

利潤率は利潤額の投入費用に対する比率として次のようにして定義する 。

　　　　 冗＝ｐｎ／ｗＬ：ぴ／ｗ－１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．７）

以上の式（４ ．１）一（４ ．７）はぴ，６リ，ｖの値を所与かつ一定とするとき自由度１の体系となる ，さら

に労働量Ｌの値が与えられたとき産出と分配Ａ，Ｒ，Ｗ，ｎ ，ｐ，ｗ，兀の値は決定する。なお

この体系は従来の多くの見解において見られる賃金基金の仮定Ｋ：ｗＬ（ただし資本額Ｋ），そし

てＫの値が与えられたときＬの値が決定するという論理を含まない。なぜなら第１章価値論 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８）



　　　　　　　　　　　　　リカードの分配と成長の分析について（福田）　　　　　　　　　　　　５９

第２章地代論 ・第６章利潤論では労働量は基本的に独立変数として扱われているからであり ，ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）たリカートにとっ て労働供給の変化は実質賃金の変化なしには生じえないからである 。

　本章の提案するリカードの比較静学分析モデルにおいては労働価値理論が特に重要な役割を果

たす，これを明らかにするために第１に利潤率の決定について検討する。利潤率の定義式（４ ．７）

は限界地における労働価値理論の成立に関する式（４ ．２）を考慮して，利潤率 冗が貨幣商晶の労働

生産性 びおよび貨幣賃金Ｗのみに依存して決定するということを示している。これはリカード

が『原理』第１章において示した利潤率の傾向的低下の論証と同様にして農業部門［Ａ１の全体

について，労働生産性ｆ’（Ｌ）の低下→賃金財価格ｐの上昇→貨幣賃金ｗの上昇→利潤率 冗の低

下， という過程が成立することを説明するものである。ただしこのとき異質財賃金の定義式

（４６）がやはり重要である 。もし同質財賃金ｗ＝ｐ６リ を採用したなら，利潤率の定義式（４７）は

「穀物比率」と同値にな ってしまう ，すなわち次のとおりである 。

　　　　 冗＝ｐｆ’（Ｌ）／ｗ－１＝ぴ／ｗ－１＝ｆ’（Ｌ）／の一１

ここで左側から第２辺の利潤率の一般的な定義より ，第３辺は労働価値理論ｐｆ’（Ｌ）：ぴを考慮し

たときの定義式（４ ．７），第４辺は同質財賃金ｗ：ｐｏを仮定したときの定義式あるいは穀物比率

である。このとき利潤率の傾向的低下の論証は第４辺における穀物比率の低下として，すなわち

価格の変化の影響を被らない物量タームの投入一産出比率の低下として説明することが可能にな

る。 しかしリカードはあくまで一定の産出額あるいは次に述べる一定の賃金十利潤額から控除す

る貨幣賃金の上昇を通して利潤率の低下が帰結するという過程を説明したのだから，穀物比率の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
論理によっ てはリカードの議論の特徴を示すことができないのである 。

　リカードの比較静学分析モデルにおける労働価値理論の役割を明らかにするために，第２に

『原理』第６章利潤論において述べられた賃金十利潤額一定の結論との関係を検討する。これに

ついて式（４ ．１）（４ ．３）（４．５）より次の関係を導き出すことができる 。

　　　　ｐＷ＋ｐｎ＝ｐＡ－ｐＲ＝ｐｆ’（Ｌ）Ｌ＝ぴＬ

ここでやはり労働価値理論すなわちｐｆ’（Ｌ）：ぴ がこの関係を保証する役割を果たしている 。こう

して劣等地耕作の進行度を反映するｆ’（Ｌ）の大きさに関わりなく賃金十利潤額（ｐＷ＋ｐｎ）はつ

ねに びＬに等しい，換言するなら労働者あたり賃金十利潤額はつねに労働者あたり貨幣商品の

産出量 ｄに等しく ，そして一定である。そしてこれは農業部門［Ａ１の全体について集計したと

きもなお利潤額が一定不変の賃金十利潤額から賃金額を差し引いたときの剰余として決定するこ

とを確認するのであ って，地代の問題に関与されることなしに貨幣賃金の上昇のみを原因として

利潤率の低下が生じることを論証可能にするのである 。

　リカードの比較静学分析モデルにおける労働価値理論の役割を明らかにするために，第３にや

はり『原理』第６章利潤論において述べられた労働者の賃金に含まれない商品の生産条件は　般

的利潤率の水準に影響を及ぼさないという命題との関係を検討する。これについてリカードは次

のように述べている 。

　　「労働者の必要としない絹製品，ビロード，家具，および何か他の商品が，より多くの労働

　　がそれらに支出された結果として，騰貴するものと仮定しよう ，それは利潤率に影響をおよ

　　ぼさないであろうか？　確かにおよぼさない，」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１１８）

この命題を証明するために例えば賃金に含まれない商品［Ｂ１の生産過程について考える。投入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９）



　６０　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第１号）

は労働力のみ，規模に関する収穫は一定，労働価値理論は成立すると仮定するなら，この商晶に

関する生産関数および価格決定は次のようにして表すことができる 。

　　　　Ｂ：ｆ（ＬＢ）＝ｂＬＢ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．８）

　　　　 ｐＢｆ’（ＬＢ）：ｐ８ｂ：ぴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４
．９）

ここで商品［Ｂ１の生産過程における固有の値であることを表す添字あるいは産出量Ｂ，収穫一

定だから労働生産性は比例定数ｂ（ｂ＞０）である。利潤額はやはり産出額から投入費用を差し引

いたときの剰余であるから次のとおりである 。

　　　　 ｐＢ■Ｂ：ｐＢＢ－ｗＬＢ＝ｐＢｂＬＢ－ｗＬＥ＝（ｏ－ｗ）ＬＢ　　　　　　　　　　　　　　　　（４
．１０）

そして利潤率はやはり利潤額の投入費用に対する比率だから次のとおりである 。

　　　　冗Ｂ＝ぴ／ｗ－１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４ ．１１）

ここで言うまでもなく賃金に含まれる商品［Ａ１の生産に関する利潤率の定義式（４ ．７）と賃金に

含まれない商品［Ｂ１に関する利潤率の疋義式（４１１）はまっ たく等しい。すなわち労働価値理論

が成立する限りはすべての部門において利潤率は均等な値をとっ て決定する。そして利潤率はつ

ねに貨幣商品の労働生産性 ぴおよぴ貨幣賃金Ｗのみに依存して決定するのであるから，貨幣に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）４０）
も賃金にも含まれない商品の生産条件が利潤率に影響を及ぼすことはありえないのである 。

５． 動学的調整論の再構成

　リカートの分配と成長の分析を一層積極的に評価するために，本章では『原理』第５章賃金論

およぴ第２１章蓄積論よりリカートの動学的調整に関する議論すなわち経済全体の資本蓄積およぴ

人口増加の過程に関する議論の全体像を再構成する。リカートの比較静学分析の再検討は前章ま

でで取りあえず終了したが，そこでは第５章賃金論は異質な領域に属するものとして排除されて

いた。これをどのようにしてリカードの分析に統合するのかが差し当た っての課題となる。そし

て第５章賃金論はすでに見たとおり労働者の賃金およぴ需要一供給に関する動学的調整の議論を

含み，第２１章蓄積論は以下で示すように　般商品の需要一供給に関する動学的調整の議論である 。

そしてこれらを併せて「動学的調整論」として再構成し，リカードの分析を動学分析として拡張

するための基礎とすることができるのである 。

　まず『原理』第２１章蓄積論の内容を確認する。ここでリカートは第１章価値論あるいは第６章

利潤論において論証した利潤率の傾向的低下の命題を擁護するために「市場法則」の論理を説明
　　　４１）
している。すなわち収穫逓減の影響による賃金財価格の上昇のほかに資本蓄積の過程を阻害する

要因は存在しないということを主張するために，就中，資本蓄積の進行にともなう　般的過剰供

給の可能性を否定するために経済全体の総需要　総供給の恒常的一致を論証しようとしたのであ

る。 リカードは「需要は生産によっ てのみ制限される」としながら次のように述べた 。

　　「誰でも ，消費または販売の目的をもたないで，生産することはない，そして誰でも ，ただ

　　ちに彼に役立つかあるいは将来の生産に寄与しうる，なにか他の商品を購買する意図をもた

　　ないで，販売することはけっしてない。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ
．２９０）

すなわち，生産＝供給→販売→購買＝需要，という規定の関係を述べているのである。そしてこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６０）
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の関係を保証する事情として次のように述べた 。

　　「彼が意図している目的，すなわち，他の財貨の所有ということを達成するために，彼がも

　　 っとも有利に生産しうる商品について，彼がかなり長い期間にわた ってよく知らないなどと

　　いうことは，想像さるべくもない，それゆえに，彼が，それにたいして需要のない商品をひ

　　きつづいて生産するであろう ，ということは起こりそうにない。」（ＲＷ，Ｉ ，Ｐ．２９０）

すなわち一時的個別的な需要一供給の不一致が生じたとしても ，個別商品の生産量は柔軟に調整

されて不一致は速やかに解消するという 。またリカードは次のように述べた 。

　　ｒ仮に年収一○万ポンドの人に一万ポンドが与えられるとすれば，彼はこれを金庫のなかに

　　しまいこまないで，その支出を一万ポンドだけ増加するか，これを自身で生産的に使用する

　　か，あるいは同じ目的のために，誰か他の人に貸し付けるかするであろう 。どの場合でも ，

　　対象は違 っていても ，需要は増大するであろう 。」（ＲＷ，Ｉ ，ｐ２９１）

すなわち所得の変化はつねに支出の同様の変化を生み出すから純貯蓄は存在しないという 。こう

してリカートは柔軟な生産調整を同１」提として生産＝販売の関係を，純貯蓄ゼロを前提として販売
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）
＝購買の関係を各々正当化し，市場法則を論証しようとした。そして資本蓄積の大きさは利潤の

大きさに依存して決定する，従って　般的過剰供給という困難によっ て制限されることなく ，た

だ農業生産の収穫逓減の影響による賃金財価格の上昇を唯一の原因として利潤とともに減少する
　　　　　　　　４３）
と主張したのである 。

　こうした『原理』第２１章蓄積論における市場法則と資本蓄積に関する議論は２通りの役割をも

つと看なすことができる。第１に第２１章蓄積論は第４章価格論における部門問調整の議論を正当

化し，これによっ て第１章価値論 ・第２章地代論 ・第６章利潤論の比較静学分析を間接的に支持

する。すなわちリカードは第４章価格論において部門間の資本移動によっ て各部門における需要

一供給の関係が調整されて自然価格一市場価格の一致が回復すると述べたのだったが，これは各

部門において需要一供給の不一致が存在するときでも経済全体では総需要一総供給の一致が保証

されているということを前提として成立する。しかし本稿の考察にとっ て一層重要な側面として ，

第２に第２１章蓄積論は第５章賃金論における資本蓄積およぴ人口増加に関する分析を支持する ，

あるいは第５章賃金論は第２１章蓄積論における利潤の大きさによる資本蓄積の大きさの規定に関

する議論を補完する。すなわちリカートは第５章賃金論において収穫逓減の影響により資本蓄積

率が低下し，実質賃金の低下をもたらすと述べ，そして恐らくは人口増加率の低下が継起すると

考えたのであ ったが，こうした過程が明確に論証されるためにはやはり資本蓄積による供給の増

加が一般的過剰供給の発生によっ て阻害される可能性をあらかじめ排除しておかねばならない 。

あるいはリカートは第２１章蓄積論において資本蓄積によっ て経済全体の供給が増加するときの問

題を扱ったのであ ったが，実際に供給が増加するためには先立って人口増加にともなう労働供給
　　　　　　　　　　　　　　　４４）
の増加が生じていなくてはならない。こうして第５章賃金論と第２１早蓄積論は相互に補完しなが

ら労働者およひ　般商品に関する「動学的調整論」，すなわち資本蓄積およひ人口増加の総過程
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
の説明を形成するのである。これは簡略化して次のようにして表すことができる 。

　　　　生産条件→賃金財価格＝〉貨幣賃金＝＞利潤率 ：〉資本蓄積率：〉労働需要→貨幣賃金→

　　　　→実質賃金→人口増加率→労働供給→総供給→総需要

こうした動学的調整は前章で提案したリカードの比較静学分析モデルにおいては考慮されていな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１）
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いか，あるいは暗獣の則提とされるとしても明示的な要素として統合されていない。しかし動学

的調整の過程を明確に考慮するならリカードの分析を動学分析として拡張することができるので

ある。なお動学的調整の過程のなかで　般商品に関しては供給が直ちに需要を決定すると想定さ

れているから価格の変化は問題にならないのだが，労働者に関しては労働需要が労働供給を決定

し， その過程が終了するまで短期的にせよ長期的にせよ労働需要一供給の不一致が生じると想定

されているから市場賃金の変化が問題になる（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．９４－９５）。 ところが第４章価格論の検討

において確認したように部門問調整においては一般商品に関しても各部門において需要が供給を

決定し，その過程が終了するまで一時的に需要一供給の不一致が生じると想定されており ，これ

に関連して市場価格の変化が問題にされている（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．８８）。 従っ て第４章価格論における自

然価格一市場価格に関する議論は部門問調整に関連するものであるにも拘わらず，第５章賃金論
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６）
における自然賃金一市場賃金に関する議論は動学的調整に関連するのである 。

　ここに至って『原理』の理論構造の問題について一定の総括を与えることが可能になっ た。 ま

ず第１章価値論は「価値＝分配論」である，これと第２章地代論および第６章利潤論を併せるな

ら「地代を考慮した価値＝分配論」あるいは分配と成長の比較静学分析となる，これを第４章価

格論は「部門問調整論」として暗黙に支持する。また本章では第５章賃金論と第２１章蓄積論を併

せて「動学的調整論」として再構成できることを示した。そして比較静学分析のなかに動学的調

整論の要素を明示的に導入するなら，いわは「蓄積と地代を考慮した価値：分配論」あるいは分

配と成長の動学分析を再構成することができる。こうして整理した『原理』各章の位置づけは次
　　　　　　　　　　　　　　　４７）
のようにして図示することができる 。

比較静学分析　第４章価格論〕部門問調整論

　　　　　　　第１章価値論〕価値＝分配論　地代を考慮した　蓄積と地代を考慮した

　　　　　　　第２章地代論　　　　　　　　価値＝分配論　　価値＝分配論

　　　　　　　第６章利潤論

動学分析第５章賃金論動学的調整論
　　　　　　　第２１章蓄積論

これが本稿の提案する『原理』の理論構造の全体像である。ここではもはや「価値論」と「価格

論」の区別あるいは「価値論」と「分配論」の区別は存在しないが，代わってリカードの経済学

が比較静学分析の領域に属する要素と動学分析に属する要素を併せもち，各々が相対的に独止し

た問題領域を構成していること，またリカードの経済学の全体が「価値＝分配論」とその応用に

関する議論から成り立っていることが分かるだろう 。そして本稿にとっ て残されている作業はリ

カードの動学分析の再構成である 。

６． リカードの動学分析の定式化

　本章ではリカートの『原理』第１章価値論 ・第２章地代論 ・第６章利潤論から構成される比較

静学分析のなかに第５章賃金論 ・第２１章蓄積論における動学的調整の議論の要素を導入すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２）
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によっ て， これを動学分析として拡張する。あるいは「蓄積と地代を考慮した価値＝分配論」の

定式化である。このためにすでに提示した比較静学分析モデルに追加して，第１に労働市場にお

ける賃金およぴ雇用の決定を定式化する，第２に資本蓄積率およぴ労働需要の決定を内生的に定

式化する，第３に人口増加率および労働供給の決定を内生的に定式化する，そして同時にその帰
　　　　　　　　　　　　　　　　　４８）
結として実質賃金一定の仮定を排除する。そしてこうして拡張した数理モデルを用いてリカード

による収穫逓減状況における賃金の変化に関する議論を再検討する 。

　リカートの動学分析モテルはやはり経済全体で平均的な資本構成をもち，経済全体の平均的な

分配と成長の状況を代表する農業部門［Ａｌに関するミクロ経済モデルである。なお体系は前期

の価格と分配を所与として，前期の成長率の決定＝＞当期の賃金と雇用の決定→当期の産出と価格

の決定 ＝〉当期の分配の決定，という順序で部門［Ａ１の経済の総過程を表現するものとする。ま

ず生産関数，労働価値理論，地代額，賃金額，利潤額，貨幣賃金，利潤率の定義は比較静学分析

モデルにおける定義とまっ たく同様，すなわち次のとおりとする 。

　　　　Ａｔ＝ｆ（Ｌｔ）；ｆ’＞Ｏ ，ｆ
’’

＜Ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．１）

　　　　ｐ
ｔｆ’（Ｌｔ）＝ぴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．２）

　　　　ｐｔＲｔ＝ｐｔｆ（Ｌｔ）一ぴＬｔ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．３）

　　　　ｐｔＷｔ＝ｗｔＬｔ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６
．４）

　　　　ｐｔｎ ｔ＝（ぴ一ｗｔ ）Ｌｔ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．５）

　　　　ｗｔ＝ｐｔのｔ＋ｖ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．６）

　　　　 冗ｔ：ぴ／ｗｔ－１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．７）

ただし当期の値であることを表す添字 ｔ（同じく前期 ｔ－１，前々期 ｔ－２，等々）である。また貨幣賃金

の定義式（６６）について実質賃金 ｏは所与でも一定でもない，むしろ貨幣賃金ｗ，賃金財価格

ｐの値が与えられたとき実質賃金 のは決定する，従ってここでは ６リは未知数，ｖ は簡略化のた

め一定とする。さてこれらに加えて第１に労働者の賃金および雇用の決定を定式化する。労働者

の雇用量は資本による雇用可能量と労働供給量のうち小さい方の値をとる，貨幣賃金は賃金財価

格の変化率および労働需要一供給比率を指標として労働者と資本家の交渉によっ てその変化率が

決定すると仮定する。このとき ，労働の雇用量，貨幣賃金，貨幣賃金の変化率を次のようにして
　　　　　　　　４９）５０）
定義することができる 。

　　　　Ｌｔ＝ｍｉｎ［Ｋ
ｓｔ／ｗｔ，Ｌｓｔ１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．８）

　　　　ｗｔ＝（１＋ｗ。＿１ ）ｗｔ＿１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．９）

　　　　ｗ、．１＝ノ（ｐｔ／ｐ、．１－１）十４（ＬＤ，／Ｌｓ、一１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．１０）

ここで労働雇用量すなわち労働量Ｌ，労働需要量Ｌ
Ｄ，

労働供給量Ｌ
ｓ，

資本供給額Ｋ
ｓ，

貨幣賃

金の変化率斎，また簡略化のため定数項として労働者と資本家の相対的な交渉力を表す指数刃 ，

４（Ｏ＜ノ＜１，Ｏ＜４≦１）である 。なお式（６．１０）について前期の賃金財価格と前々期の賃金財価格

の比率を用いたほうが適切であるかもしれないが，議論の簡略化のため上言己のとおり当期の賃金

財価格と前期の賃金財価格の比率を用いる。このとき賃金交渉と生産活動は同時に進行すると想

定し，数学的には式（６ ．２）（６ ．８）（６ ．９）（６．１０）は同時決定するという扱いになる。第２に資本蓄

積率および労働需要の決定を定式化する。労働需要量は前期の貨幣賃金を基準にしたときの当期

の資本による雇用可能量である，資本蓄積は利潤からの投資として実行されると仮定する。この

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３）
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とき ，労働需要量，資本供給額，資本蓄積率は次のようにして定義することができる 。

　　　　ＬＤｔ＝Ｋ
ｓｔ／ｗｔ＿１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．１１）

　　　　Ｋｓｔ＝（１＋ｇｔ＿１ ）Ｋ
ｓｔ＿１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．１２）

　　　　 ｇ、一１：ａ（ぴ／ｗｔ＿ｒ１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．１３）

ここで資本蓄積率ｇ，また簡略化のため定数項として利潤に関する貯蓄率 ａ（０＜。≦１）である 。

なお式（６１３）について利潤率の増加関数であるが，式（６７）を考慮して貨幣賃金の減少関数と

して定義する。利潤に関する貯蓄率は利潤率の水準に依存して変化すると仮定したほうが適切で

あるかもしれないが，取りあえず一定とする。第３に人口増加率および労働供給の決定を定式化

する。部門［Ａ１の労働供給の増加率は経済全体の人口増加率に等しい，人口増加率は市場賃金

と生存賃金の差に依存しながら徐々に変化すると仮定する。このとき ，労働供給量，人口増加率
　　　　　　　　　　　　　　　　　５１）
は次のようにして定義することができる 。

　　　　Ｌｓｔ・＝（１＋ｎｔ＿１ ）Ｌ
ｓｔ＿１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．１４）

　　　　 ｎｔ．１＝ｂｎｔ＿２ ＋ｃ［ｗ、＿１／（ｐ
、＿１乙リ＊十ｖ）一１１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．１５）

ここで人口増加率 ｎ， 生存水準の実質賃金
乙リ＊

，また定数項として過去の人口増加率による現在

の人口増加率に対する影響を表す指数ｂ（Ｏ≦ｂ〈１），実質賃金の水準による人口増加率に対する

影響を表す指数 ｃ（ｃ＞Ｏ）である。以上の式（６ ．１）一（６ ．１５）においてぴ，６リ＊，ｖ，刃，４，ａ，ｂ，ｃ

の値を所与かつ一定とし，前々期（ｔ－２）のｎ，および前期（ｔ－１）のｐ，ｗ，Ｋ
ｓ， Ｌｓ の値が与えら

れたとき ，前期（ｔ－１）の奇，ｇ，ｎ，および当期（ｔ）のＡ，Ｒ，Ｗ，ＩＩ ，ｐ，ｗ，６リ，冗，Ｌ，Ｌ
Ｄ，

Ｋｓ，Ｌｓの値は決定する。さらに，こうして決定した変数を代入するなら当期（ｔ）の成長率そし

て次期（ｔ＋１）の諸変数は決定する，以下同様にして部門１Ａ１の経済の通時的変化の過程を分析

することができる 。

　以上のようなリカートの動学分析モテルを用いて『原理』第５章賃金論における収穫逓減状況

における賃金の変化に関する分析（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ１０１－０２）を今一度検討する 。ここで初期（ｔ－２） ，

前期（ｔ－１），当期（ｔ）を想定する。第１に前期の成長率ｇ，ｎ，当期の労働需要一供給Ｌ
Ｄ， Ｌｓ の

決定について式（６ ．１１）一（６ ．１５）を用いて考える。まず初期においてｇ＝ｎ＞Ｏ，ＬＤ＝Ｌｓという状

況が暗黙に想定されている。そして前期のｐとｗの値の適切な組み合わせによっ て再度ｇ＝ｎ を

得ることができるが，こうしたＷの値をｒ自然賃金」と呼ぶべきであるということはすでに述

べた。しかしリカードによるとｇ低下および ｎ一定であるという 。これはｐ上昇にともなうｗ

上昇が ６リー定を維持する場合であり ，その帰結としてｇ〈ｎ，そして当期においてＬＤ＜Ｌｓとい

う状況に至る。第２に当期の賃金ｗ，の 雇用Ｌ，価格ｐの決定について式（６
．２）（６ ．６）（６ ．８）

（６９）（６１０）を用いて考える。リカートはＬＤ＜Ｌｓによるｗ 低下圧力およぴｐ上昇によるｗ上

昇圧力が相侯 って，ｗ上昇およびの減少が帰結するという 。これは式（６．１０）において右辺第１

項＝正値，第２項＝負値，かつ前者の絶対値が後者の絶対値より大きいという状況である。そし

てリカードは言及していないが，このときＬＤ＜Ｌｓはｗ 低下によっ て解消されるのではなく ，む

しろｗ上昇だから拡大する，そして雇用は式（６ ．８）よりＬ：Ｋｓ／ｗ＜Ｌｓとして決定する。これ

は失業の発生を意味するのであるが，後に詳述する。第３に当期の産出Ａ，分配Ｒ，Ｗ，ｎ ，

そして利潤率 冗の決定について式（６ ．１）（６ ．３）（６ ．４）（６ ．５）（６．７）を用いて考える。ここでは比較

静学分析モデルの場合とまっ たく同様にｐＷ＋ｐｎ＝ｐＡ－ｐＲ＝ぴＬが成立する，従ってＬ増加そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４）
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してｆ’（Ｌ）減少によるｐＲ増加にも拘わらず，やはり労働者あたり賃金十利潤額はつねに一定で

ある 。また式（６ ．７）は 冗＝ りｗ－１であるから，やはり利潤率は貨幣商品の労働生産性および

貨幣賃金のみに依存して決定する。こうしてリカードによる利潤率の傾向的低下の論証すなわち ，

労働生産性ｆ’（Ｌ）の低下→賃金財価格ｐの上昇→貨幣賃金ｗの上昇→利潤率 冗の低下，は依然

として成立する。第４に当期の成長率 ｇ， ｎ， 次期の労働供給Ｌ
Ｄ，

Ｌｓの決定について再び式

（６１１）一（６１５）を用いて考える。上述のとおりｐ上昇，ｗ上昇，の 減少が決定したなら，ｇ低下 ，

ｎ低下を帰結する。このうち後者についてリカードは言及していないが，ｇ＜ｎである限りＬＤ

＜Ｌ
ｓ，

ｗ低下圧力は持続するから，やはりｎ 低下，やがてｇ低下に追いつくなら，次期以降ふ

たたびＬＤ＝Ｌｓに至るだろう 。すなわちリカードによる議論の必然的な帰結は長期的なｐ上昇 ，

ｗ上昇，の 減少，冗 低下，ｇ低下，ｎ 低下の傾向であり ，そして最終的にはｏ＝ｏ＊，冗＝Ｏ，ｇ＝
　　　　　　　　　　５２）Ｏ，

ｎ＝Ｏに至るのである 。

　ところでリカードによる収穫逓減状況に関する分析においては必然的に失業の発生を生じるの

であ ったが，これについて考える。すなわちＬＤ＜Ｌｓという状況においてｗ 低下が十分でないと

きですら失業は生じるのであるが，リカードはむしろｗ上昇を述べているのであるからＬ〈Ｌ
Ｄ，

従っ てＬ＜Ｌｓはさらに大きくなる。ここで失業者について賃金ゼロ，しかし何らかの手段によ

って生存可能，労働者の雇用率 ｅ：労働雇用量Ｌ／労働供給量Ｌｓとする。そして失業の問題を考
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３）慮した人口増加率の決定は式（６．１５）を修正して次のようにして表すことができる 。

　　　　 ｎ、＿１＝ｂｎｔ＿２ ＋ｃ［ｗ、＿１ｅ、＿１／（ｐｔ＿１の＊十ｖ）一１］　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．１５
’）

ここで６ｎ／６ｅ＞Ｏだから失業が増加するとき ｅの変化は，ｅ 低下→ｎ 低下＝〉Ｌｓ相対的減少，とし

てＬＤ＜Ｌｓの解消を促進する方向に働くということは明らかである。同様にして過剰資本の問題

について考えることができる，すなわち失業の場合とは反対に，ＬＤ＞Ｌｓという状況においてｗ

上昇圧力が十分でないとき ，式（６ ．８）よりＬ＝Ｌｓ＜Ｋｓ／ｗとして過剰資本が生じることが分かる 。

ただしこの場合は過剰資本の大きさが利潤に関する貯蓄率の値に影響しない限りは，あくまで定

式化における技術的な問題であるにすぎない。さて資本の稼働率 ｕ＝資本投下額Ｋ／資本供給額

Ｋｓ とする。そして過剰資本が期問を越えて保存される場合の資本蓄積率の決定は式（６ ．１３）を修

　　　　　　　　　　　　　　　　　５４）
正して次のようにして表すことができる 。

　　　　ｇｔ＿１＝ａ（ぴ／ｗトｒ１）ｕｔ＿１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．１３
’）

ここで６９／６ｕ＞ｏだから過剰資本が増加するときｕの変化は，ｕ 低下＝〉ｇ低下→ＬＤ相対的低下 ，

としてＬＤ＞ＬｓあるいはＫ＞Ｋｓの解消を促進する方向に働く 。また過剰資本が廃棄される場合

の資本蓄積率の決定は次のようにして表すことができる 。

　　　　ｇｔ＿１：ａ（ぴ／ｗｔ＿ｒ１）ｕｔ＿１一（１－ｕｔ＿１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ ．１３
’’

）

やはり６９／６ｕ＞Ｏだから過剰資本が増加するときｕの変化は，ｕ 低下＝＞ｇ低下：＞ＬＤ相対的低下 ，

としてＬＤ＞ＬｓあるいはＫ＞Ｋｓの解消の方向に働くが，過剰資本が保存される場合と比較して

右辺第２項（１－ｕ）のためにｇ低下は一層大きくなる。こうして失業あるいは過剰資本の問題を

考慮した定式化はすべての想定においてリカードの議論を妨げるものではなくて，むしろ労働市

場あるいは資本市場の不均衡の調整を促進することによっ てリカートの分析を補強するというこ

とができる。それにしてもリカードの議論は完全雇用を実現する均衡成長のケースに限定される
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５）
のではなくて，不均衡の可能性を含み，その分析を包括しうるものだ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５）
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お　わ　り　に

　本稿の考察ではリカートの『原理』の理論構造について再検討し，その第１章価値論 ・第２章

地代論 ・第６章利潤論における議論は労働価値理論を基本としながら分配と成長の比較静学分析

を形成する，第４章価格論は部門間調整を説明することによっ てこれを暗黙に支持する，また第

５章賃金論およぴ第２１章蓄積論は併せて動学的調整の総過程を説明することによって分配と成長

の動学分析を再構成するための基礎を形成する，これらを明らかにした。そしてリカードの比較

静学分析を数理モデルによっ て定式化し，これを用いてリカードによる利潤率の傾向的低下の命

題および労働量あたり賃金十利潤額一定の命題を確認した。本稿によるモデルは従来の多くの研

究に見られる単一部門マクロ経済の仮定および同質財賃金の仮定を含まず，代わって限界地にお

ける価格決定およぴ異質財賃金の仮定を採用しており ，リカートにとっ ての農業部門モテルとし

て労働価値理論，そしてこれを補強する差額地代理論の意義を明確にするものだった。またこれ

を拡張してリカードの動学分析を定式化し，これを用いてリカードによる収穫逓減状況に関する

分析，就中，資本蓄積およぴ人口増加に関する問題，貨幣賃金およぴ実質賃金の決定に関する問

題について検討した。なおここでリカート自身が言及していないにも拘わらず，リカートの議論

の帰結として失業あるいは過剰資本の問題が存在することが明らかにな ったが，これらはリカー

トの収穫逓減状況の分析を妨げることなしに，むしろこれを補強する形でモデルのなかで考慮す

ることができた 。

　こうして整理されたリカードの分配と成長の分析を剰余理論と呼ぶことが許されるだろう 。こ

のリカードの剰余理論は第１に比較静学分析の領域において，利潤は産出から投入を差し引いた

ときの剰余として決定するという原理を説明するものだった。これは最も一般的な剰余理論の基

本原理であり ，この原理の説明に関わ ってスラ ソファ 派を中心にして多くの研究が提出されてき

た（Ｇａ．ｅｇｎａｍ１９８７）。 第２にそれは動学分析の領域において，利潤は利潤からの投資として剰余

を蓄積に転化するという原理を説明するものだ った。これは『原理』第５章賃金論の意義を重視

することによっ て正当化される側面であり ，スラ ッファは特に言及していないが，むしろハロッ

ト（ＲｏｙＨａｒｒｏｄ）がこれを高く評価している（Ｈａｍｄ１９７３，ｐｐ１２－１３）。 ただしリカードはこの原理

を補強するために，現代経済学においては承認され難いであろう人口調整および市場法則という

仮説を採用したのだ った。ともあれ，これらよりリカートの剰余理論は剰余と蓄積，あるいは分

配と成長の相互作用を考慮した長期分析を形成するものだったということができる。利潤が剰余

として決定することが重要であるのはそれが蓄積を決定するからであり ，その蓄積はまた利潤を

決定するのである。こうした相互作用をリカードは完成した形式によっ て説明しえたわけではな

かっ たが，しかしこれを説明するための基本的概念を準備したのであ った。第３にこうした剰余

と蓄積の分析は労働価値理論が中心的な役割を果たし，差額地代理論がこれを補完するというも

のだった。このうち労働価値理論の意義はスラ ッファ 派による研究においても ，そのほかの研究

においても往々にして過少評価されてきた。しかし本稿の考察より明らかであるように，リカー

ドの分析は一貫して労働価値理論に依拠しながら賃金十利潤額一定の命題を中心にして展開され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６）
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たのだ った。第４にリカートの剰余理論の成立のための本質的な則提として，所与の技術的生産

条件，均等利潤率の成立，均等な資本構成，垂直型の生産過程を挙げることができる。そしてリ

カートの剰余理論のもつ歴史的性格はこうした則提の問題に関違しているといえる。例えはスラ

ソファはこのうち均等な資本構成およひ垂直型の生産過程の則提を放棄し，多部門マクロ経済の

仮定を導入して自身の理論を構築したのだったが，この困難な前提を放棄したことについて，あ

る意味でスラ ソファは慧眼であ ったといえるのかもしれない（Ｓ．ａ丘ａ１９６０）。

　なお本稿によるリカートの経済学の解釈の方法について言及しておく 。　般的にいうなら経済

学史の方法の両極として，ある経済学者による叙述に基づいてｒ理論的貝献」を重視しながら一

定の整合性をもっ た定式化を目指すもの，および「文献的事実」を重視しながら叙述の意図にと

って忠実な解説を目指すものを挙げることができる。そしてリカード解釈の研究についてもその

すべてはこのうちのいずれかを目指しながら，あるいはこれらの中問を目指しながら行われてき
　　　　５６）
たのである。ところで理論的貝献の重視と文献的事実の重視の中問を目指そうとしたとき ，理論

的に見て相互に矛盾する複数の叙述をいかにして処理するのか，という困難が往々にして生じる 。

これについてある経済学者による複数の叙述について分析全体の「結論」を基準として取捨選択
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５７）を行うもの，および分析全体の「前提」を基準として取捨選択を行うものを挙げることができる 。

しかしこうした選択や判断が必ずしも適切に行われてこなかったためにリカートの経済学の解釈

をめぐる論争は容易に結論を見出せなかったのである。本稿において採用した方法は理論的貢献

の重視と文献的事実の重視の中間を目指すものであり ，しかもリカートの分析の則提と結論の両

者を基準としたもの，換言するなら則提と結論のいずれをも切り捨てないものである。これはリ

カートの『原理』における議論について一つの問題領域を再構成することを放棄して，そこに複

数の問題領域が存在することを承認することによっ て可能になっ たものである。例えば本稿の主

題と関連する問題としてリカードのいう実質タームの自然賃金は生存水準において一定であるか

否かという点をめぐる論争があ った。しかしリカードは支配労働概念に対する批判の文脈におい

て実質賃金一定の仮定を述べたが，ほかの文脈においてはこうした仮定に拘っていない，またリ

カードは比較静学分析の領域の議論においては実質賃金一定の仮定を保持していたが，動学分析
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８）
の領域の議論においては実質賃金の変化がありうることを明らかに認めていた。このようにして

リカードの議論の前提と結論，それらの文脈と領域について整理することによっ て， 本稿の考察

ではかなりの整合性を維持しながらリカード自身の意図を損なうことなく複数のリカード像とし

て比較静学分析と動学分析を定式化することができたのである。こうした方法は経済学史のすべ

ての研究においてつねに妥当するとは限らないが，リカートの分配と成長の分析の再構成の方法

としては有効であ った 。

　以上で大筋においてリカードの分配と成長の分析の全体像を再構成し再評価するという所期の

目的は達成したといっ てよいだろう 。今後の課題としては第１にリカードの剰余理論を一つの参

照点と看なしながら古典派経済学の再整理そして再評価を行うこと ，あるいは古典派以来の経済

学史の再検討を行うことである。特にスラ ッファはリカードの剰余理論の前提を部分的に自己の

前提と置き換えることによっ てリカードの積極面の一つを継承しようとしたのだったが，こうし

たリカートとスラ ソファの関係を再検討することは重要であるに違いない。第２に先述のとおり

本稿の考察は理論的貝献の重視と文献的事実の重視の中間を意図したものであるから，それゆえ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７）
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の限界を免れないだろう 。従ってリカードの経済学をより深く理解するためには歴史的時代的側

面との関連を考察し，これを一層明確に把握しなけれはならない。第３にリカートの『原理』と

関わっていうなら，決してすべての問題が解決したというわけではない。特に第７章貿易論や第

３１章機械論はリカードにとっ て重要な分析であ ったにも拘わらず本稿では言及することさえでき

なかった。また『原理』のリカート自身による議論の範囲を超えて，例えは資本構成が不均等で

あるケース，部門間調整が明示的に考慮されるケースなとについて考察することも重要であろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）Ｒ１ｃａｒｄｏ１９５１－５５以下では「ＲＷ」として略記する 。

２）Ｓｒａ伍ａ１９５１ ，Ｇａｒｅｇｎａｍ１９８７がスラ ソファ 派によるリカートの解釈を，Ｈｏｌ１ａｎｄｅｒ１９７９が新古典派

　による解釈を各々代表する 。Ｐｅａｃｈ１９９３はこれら両者の解釈における窓意性を批判し，歴史的リカ

　ードの再構成を試みたものである。しかしＰｅａｃｈ１９９３は歴史的事実を重視しようとするあまり理論

　的側面に関する考察を十分に行っていない，こうした認識のもとに筆者はリカードの初期の利潤理論 ，

　労働価値理論，賃金概念に関する研究を行 ってきた（福田１９９６；１９９７；１９９８）。

３）　このリカードの分析における実質賃金一定の仮定の是非に関する問題は拙稿（福田１９９８）の主題

　であ った。拙稿によるとリカードの分析のなかには実質賃金一定の仮定を採用している領域と採用し

　ていない領域がある，後者の領域の議論は相対的に少ないにも拘わらず動学分析として積極的に評価

　することができる。これと同様の立場に基づいて本稿の考察は展開される 。

４）“Ｏｎ　ｔｈｅ　Ｐｍｃ１ｐ１ｅｓ　ｏｆＰｏ１１ｔ１ｃａ１Ｅｃｏｎｏｍｙ，ａｎｄＴａｘａｕｏｎ
”，

ｍＲＷ，Ｉ

５）水田１９８５，ｐ．１３によると１９６０年代から８０年代にかけて日本のリカード研究の中心的な主題の一つ

　はリカードの経済学の「理論構造」の問題であ ったという 。これに倣って本稿でも「理論構造」とい

　う用語によっ て本文中のような問題を指す 。

６）Ｓｒａ伍ａ１９５１は書簡（３６８）のリカートの「地代を片付けると資本家と労働者とのあいだの分配はず っ

　と単純な問題になります」（ＲＷ，ｍ ，ｐ．１９４）という言葉を踏まえて，第２章地代論は第５章賃金論お

　よび第６章利潤論の前に置かれたという 。

７）こうしたＳｒａ伍ａ１９５１の『原理』の理論構造に関する見解は次のようにして図示することができる 。

　　　第１章価値論　　　　　　　　　　　　　　〕価値論

　　　第２章地代論

　　　第４章価格論　広義の賃金論　狭義の分配論　広義の分配論

　　　第５章賃金論

　　　第６章利潤論

８）Ｓｒａ伍ａ１９５１ ，ｐｐ　ｘｌｖ１１１－ ｘ１１ｖ によるとリカートの関 。し・の焦点は賃金と利潤の分配，そしてそれを集計

　して表現するための価値にあ ったという 。これはＳｒａ伍ａ１９６０の問題構成に近いものである 。

９）こうした中村１９７５の腺理』の理論構造に関する見解は次のようにして図示することができる 。

　ただし中村１９７５，ｐ．１９７によると第７章貿易論は利潤論の一環であるというが，ここでは省略する 。

　また羽島１９７２の『原理』の「基本構成」に関する議論はこれに近い立場によるものである 。

　　　第１章価値論　広義の価値論　価値論

　　　第２章地代論

　　　第４章価格論〕現実の価値論

　　　第５章賃金論　　　　　　　　分配論

　　　第６章利潤論

１０）Ｍａｒｘ１９６７，ｐｐ１６１－６６によるとリカートは『原理』第１章価値論において価値の考察を始めながら ，

　これを価格と混同している，そして第１章価値論と第２章地代論において第４章価格論以下の議論の

　内容がすでに展開されているという 。これと中村１９７５の見解は同じではない。しかしＭａｒｘ１９６７が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８）



リカードの分配と成長の分析について（福田） ６９

　第１章価値論における価値の定義を評価している点を重視するなら，中村１９７５の見解はある意味で

　マルクスの見解に依拠するものとして正当化されるだろう 。

！１）実質賃金一定の仮定を採用する定式化とこれを採用しない定式化は各々が多様な見解を含むが，敢

　えてＰａｓｍｅｔｔ１ １９６０とＣａｓａｒｏｓａ１９７８を各々の代表的見解と看なして，これらに基ついて整理するな

　ら以下のとおりである。ただし前者は２部門マクロ経済のモデルであるが比較の便宜のため単一部門

　の仮定に修正する，また後者には価格決定の定義はないがこれも便宜上あると看なす。このとき生産

　関数と分配変数ほかの定義については両者とも共通して ，

生産関数　　　Ａ ：＝ｆ（Ｌ）；ｆ’＞０ ，ｆ” ＜Ｏ

労働価値理論　ｐｆ’（Ｌ）＝１

地代量　　　　Ｒ：ｆ（Ｌ）一ｆ’（Ｌ）Ｌ

賃金量　　　Ｗ ：６りＬ

利潤量　　　ｎ：Ａ－Ｒ－Ｗ＝［ｆ’（Ｌ）一〇リｌＬ

貨幣賃金　　　ｗ＝ｐｏ

利潤率　　　　兀＝ｎ／Ｋ＝ｆ’（Ｌ）／ｏ－１

賃金基金　　　Ｋ＝Ｗ

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

（８）

　という体系によっ て表すことができる。ここで産出量Ａ，労働量Ｌ，地代量Ｒ，賃金量Ｗ，利潤量

　ｕ，資本量Ｋ，価格ｐ，貨幣賃金ｗ，実質賃金 ｏリ，利潤率 兀であり ，これらすべてが未知数である

　とき体系は自由度２である。そしてＰａｓｉｎｅｔｔｉ１９６０は資本量と実質賃金を所与すなわち ，

　　　　　資本量　　　　Ｋ＝Ｋ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９ａ）

　　　　　実質賃金　　　の：乙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０ａ）

　として体系を閉じた。これらより資本量と実質賃金が与えられたとき→労働量は決定する＝＞産出と分

　配は決定する。またＣａｓａｒｏｓａ１９７８は資本蓄積率を利潤率の増加関数あるいは実質賃金の減少関数 ，

　人口増加率を実質賃金の増加関数すなわち ，

　　　　　資本蓄積率　　ｇ＝ａ（ｆ’（Ｌ）／の一１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９ｂ）

　　　　　人口増加率　　ｎ＝ｂ（の／の＊ １）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０ｂ）

　として体系を閉じた。ここで資本蓄積率ｇ，人口増加率 ｎ， 生存水準の実質賃金
６リ＊

，比例定数Ｏ＜ａ

　≦１，ｂ＞Ｏである。これらより前期の実質賃金が与えられたとき＝＞資本蓄積率と人口増加率は決定す

　る→当期の資本量と労働量は決定する＝〉実質賃金は決定する，また産出と分配は決定する 。

１２）Ｓｒａｆｆａ１９５１，ｐ　ｘｘｘ１ によると初期のリカートは投入と産出がともにのみ穀物からなるという仮定の

　もとに利潤率は「直接に穀物の分量問で」決定すると考えていたという 。リカードの分析の定式化に

　おいて単一部門マクロ経済の仮定と同質財賃金の仮定を採用するなら，結果的にＳｒａ丑ａ１９５１の王張

　を承認することになる。なお本来のＰｓｉｎｅｔｔｉ１９６０による２部門モデルにおいては利潤率は貨幣ター

　ムで定義されているが，しかしこの定義は異質財を集計するためのものであ って，本稿以下で示すよ

　うな労働価値理論の固有の役割については解明されていない 。

１３）ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１０２，１２０；ＲＷ，Ｗ ，ｐ．１８，２０ほかを参照せよ 。

１４）この点に関わ って初期リカードの利潤理論を整合的な形式で再構成するという問題は拙稿（福田

　１９９６）の主題であ った。拙稿によると初期リカードの分析は資本競争の論理に基づくもの，価格一定

　の仮定に基づくもの，交換価値規定の論理に基づくものの３通りに分類して整理することができる ，

　そして最後の論理が発展して『原理』第１章における労働価値理論の成立に至るのである 。

１５）こうした労働価値理論の成立とその論理に関する問題は拙稿（福田１９９７）の主題の一つであ った 。

　そしてここに見られる投下労働量と価格の比例関係およひ貨幣賃金と利潤率の相反関係が労働価値理

　論にとっ て最も本質的な主張である 。

１６）　リカードは例えば賃金財価格の低下にともなっ て実質賃金の増加が生じたとき ，このために人口増

　加そして労働供給の増加が生じ，貨幣賃金の低下を生じ，結局のところ実質賃金は一定に維持される

　と述べた（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１６）。 これは本文中で後述する賃金と労働需要一供給に関する人口増加による

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９）



７０

１７）

１８）

立命館経済学（第４８巻 ・第１号）

動掌的調整の論理である 。

　リカートはｒ原理』第２章地代論以降においてはほぽ一貫して各土地において「資本と労働の相等

しい分量を使用」したときの地代の変化について考察している（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．７０）。

　リカードは劣等地耕作の進行にともなう穀物価格の変化，穀物１８０［ｑ１を産出する土地における実

物タームの地代量の増加，貨幣タームの地代額の増加についてを数値例によっ て示している（ＲＷ ，

Ｉ，
ｐｐ
．８３－８４）。 これは式（２ ．４）（２．５）を用いて計算したものであると看なしてよい，すなわちＬｉ＝

Ｌｍ＝１０［人１，仰＝７２として，式（２ ．５）よりｐ＝ぴＬｍ／Ａｍ：７２０／Ａｍ， 式（２ ．４）よりＲｉ＝ＡｒＡｍ＝１８０

－Ａｍ， ＰＲＦＰＡｉ－ＰＡｍ＝Ｐ（１８０－Ａｍ）とするなら，リカードの示した数値と同様の結果を得る。次

のとおりである。ただし穀物単位は［ｑ１，貨幣単位は［£１により統一した 。

　　　　　　　　　　第１期　　第２期

限界地の産出量Ａｍ　　１８０ｑ　　１７０ｑ

穀物価格ｐ　　　　　　４．０£　　４ ．２£

土地ｉの地代量Ｒｉ　　　Ｏｑ　　　１Ｏｑ

土地ｉの地代額ｐＲｉ　　Ｏ ．０£　　４２ ．４£

第３期　　第４期　　第５期

　１６０ｑ　　　　　１５０ｑ　　　　　１４０ｑ

　４ ．５£　　　　４ ．８£　　　　５ ．１£

　２０ｑ　　　　　　３０ｑ　　　　　　４０ｑ

ｇＯ ．０£　　　　１４４ ．Ｏ£　　　　２０５ ．７£

　こうして計算した数値をリカードは第５章賃金論と第６章利潤論における数値例においても応用して

　いる 。注２１）２４）を見よ 。

１９）労働量が一定であるとき賃金十利潤額一定であるということは，正確にいうなら「労働量あたり賃

　金十利潤額一定」である 。Ｓｒａｆｆａ１９５１ ，ｐｐ　ｘ１ｖ１１１－ｘ１１ｘ によるとリカートは分配の変化において産出額

　を一定に維持する価値標準を検討していたというのであるが，実際には¢労働生産性の変化において ，

　　分配の変化において，　地代の発生において「労働量あたり賃金十利潤額」が一定であることを示

　そうとしたのである 。

２０）　リカートは順理』第１章価値論において「利潤が高いか低いかは，賃金が低いか高いかに正確に

　比例するだろう」と述べて，生産性の低下にともなう生産物価格の上昇が利潤率の上昇を帰結する可

　能性を事実上否定している（ＲＷ，Ｉ ，ｐ５４）。 これは本文中の式（２２）すなわちｐＡ
１／ＬＩ＝ぴより生産

　性の変化に関わりなく労働量あたり産出額が一定であることが分かるから明らかである。従って第６

　章利潤論の課題はこうした結論が地代の発生を考慮したときにも成立するか否かを確認することだ っ

　たと言わねばならない 。

２１）リカードは第２章地代論において示した数値例に基づいて，第６章利潤論においては劣等地耕作の

　進行にともなっ て， 穀物１８０［ｑ１を産出する土地における実物タームの賃金十利潤量が減少するにも

　拘わらず，同じく貨幣タームの賃金十利潤額が一定に維持され，賃金額の増加にともなっ て利潤額の

　減少が帰結する過程をやはり数値例によっ て示している（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１１７）。 これは式（２ ．４）（２
．５）

　（２ ．６）によっ て計算したものであると看なしてよい，すなわちこれらよりｎｉ＝ＡｒＲｒＷ ｉ， ｐＩＩＦ

　ｐＡｒｐＲｒｐＷｉ：”Ｌ。一ｐＷｉとして利潤量と利潤額を計算するなら，リカードの示した数値と同様の

　結果を得る。次のとおりである。ただし賃金量と賃金額については注２４）を見よ 。

　　　　　　　　　　　　　　　第１期　　第２期　　第３期　　第４期　　第５期

実物量 ：地代量Ｒｉ　　　０ ．Ｏｑ

　　　　賃金量Ｗｉ　　６０ ．Ｏｑ

　　　　利潤量凪　　　１２０ ．０ｑ

貨幣額 ：地代額ｐＲｉ　　０ ．０£

　　　　賃金額ｐＷｉ　２４０ ．０£

　　　　利潤額ｐＩＩ ｉ　４８０ ．０£

１０ ．Ｏｑ　　　　２０ ．Ｏｑ　　　　３０ ．０ｑ　　　　４０ ．０ｑ

５８ ．３ｑ　　　　５６ ．６ｑ　　　　５５ ．０ｑ　　　　５３ ．３ｑ

１１１ ．７ｑ　　　１０３ ．４ｑ　　　　９５ ．Ｏｑ　　　　８６ ．７ｑ

４２ ．４£　　　　　９０ ．Ｏ£　　　　１４４ ．Ｏ£　　　　２０５ ．７£

２４７ ．０£　　　　２５５ ．０£　　　　２６４ ．０£　　　　２７４ ．３£

４７３ ．０£　　　　４６５ ．０£　　　　４５６ ．０£　　　　４４５ ．７£

２２）　リカードは第６章利潤論の冒頭で恐らくは第４章価格論における議論を指して，均等利潤率の成立

　の論証を踏まえて利潤率の変化に関する考察を行う旨を表明している（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１１０）。 しかし本文

　中で述べたように第１章価値論と第２章地代論における議論の直接的な帰結が第６章の結論であ って ，

　そのあいだに均等利潤率に関する議論が介在する必要はない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０）



　　　　　　　　　　　　　リカードの分配と成長の分析について（福田）　　　　　　　　　　　　７１

２３）すなわちリカートは『原理』序言において「大地の生産物」は「土地の所有者」「資本の所有者」

　　「労働者」のあいだで分配されると述べた（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．５）。

２４）　リカードは第２章地代論において示した数値例による価格の上昇に基づいて，第５章賃金論におい

　ては実質賃金一定の仮定のもとで貨幣賃金の上昇と穀物賃金の減少の過程を数値例によっ て示した

　（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１０３）。 これは式（２ ．３）によっ て計算したものであると看なしてよい，すなわちｏ：３１ｑ１ ，

　ｖ＝１２［£１としたうえで，貨幣賃金ｗ＝ｐの十ｖ＝ｐｘ３＋１２，穀物賃金＝ｗ／ｐとするなら，リカード

　の示した数値と同様の結果を得る。次のとおりである 。

　　　　　　　　　　　　　　　第１期　　第２期　　第３期　　第４期　　第５期

　　　　　穀物価格ｐ　　　　　４ ．Ｏ£　　４ ．２£　　４ ．５£　　４．８£　　５ ．１£

　　　　　貨幣賃金ｗ　　　　　２４ ．０£　　２４ ．７£　　２５ ．５£　　２６ ．４£　　２７ ．４£

　　　　　穀物賃金ｗ／ｐ　　　　 ６． Ｏｑ　　 ５． ８ｑ　　 ５． ７ｑ　　 ５． ５ｑ　　 ５． ３ｑ

　　ここでは確かに実質賃金を一定として計算が行われている，またこの数値は第６章利潤論における数

　値例において応用されている，すなわちＷｉ＝（ｗ／ｐ）Ｌｉ＝（ｗ／ｐ）ｘ１０［人１，ｐＷＦｗＬＦｗｘ１０［人１

　ある。しかしこの数値例は「地代の上昇と賃金の上昇」の「本質的差異」を提示することを目的とし

　ていたものであ って，第５章の主題であるとは言い難い（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１０２）。

２５）部門間の資本移動によっ て均等利潤率が成立したとき各部門において需要一供給が一致しているた

　めには，経済全体で総需要一総供給が一致していることが削提である。これがリカートにとっ ての市

　場法則の役割の一つである。これらの含意については本文中で後述する 。

２６）ここでいう「資本構成」は，リカードが価値の決定に影響しうる生産過程の技術的条件として，流

　動資本の比率，固定資本の耐久性に言及しているその意味で用いている（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．５３）。 なおリカ

　ートは『原理』第三版においては生産過程の技術的条件として投下労働量の時間的配置を考慮してい

　た（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．３３－３７）。

２７）一般的にいうなら経済全体で資本構成を均等として，任意の部門［ｉ１の生産過程の費用一価格関係

　を考える。次のとおりである 。

　　　　　（１＋兀ｉ ）ｗｉＬｉ＝ｐｉＡｉ

　ここで部門［ｉｌの産出量Ａ ｉ， 労働量Ｌ ｉ， 利潤率 冗ｉ， 貨幣賃金 ｗｉ， 生産物価格ｐｉである。そしてすべ

　ての利潤率 冗ｉ およびすべての貨幣賃金ｗｉ が各々互いに等しいとき，すべての商品の労働量あたり産

　出額は互いに等しくなる。次のとおりである 。

　　　　　 兀ｉ＝冗ｊ　ｎ　ｗｉ：ｗｊ弓ｐｉＡｉ／Ｌｉ＝ｐｊ Ａｊ／Ｌｊ

　さらにやはり資本構成の等しい貨幣商品の生産過程を考慮するなら次の関係を得る 。

　　　　　 ｐｉＡｉ／Ｌｉ＝ｐｊ Ａｊ／Ｌｊ＝Ｇ／ＬＧ＝ぴ

　こうした論理を暗黙の前提としながらリカードは労働価値理論の成立を正当化したのである。ただし

　リカート自身は『原理』第１章価値論において均等利潤率の成立を前提として労働価値理論の成立を

　論証し，またその修正を分析しながら，この第４章価格論において労働価値理論によっ て説明された

　価値概念を基準にして，初めて部門間の資本移動による利潤率の均等化の原理について言及している 。

　正しくは第１章価値論に先立って利潤率の均等化の問題について検討するべきだったかもしれない 。

　なお実際にリカードが第１章価値論において均等な利潤率および貨幣賃金に明示的に言及している部

　分も見出せる（ＲＷ，Ｉ ，ｐ５３，５５）。 なお利潤率の均等化の論理は ，Ｓｍ１ｔｈ１９５０，ｖｏ１１，ｐ３３５による

　資本競争の論理をリカードは継承したのである。また，Ｍａｒｘ１９６７，ｐｐ．１８７－８８はリカードによる均

　等利潤率に関する議論は「剰余価値の規定」という基礎をもたないとして批判しているが，しかし上

　述の関係に基づいて労働価値理論が成立するとき ，利潤はぴ一Ｗとして決定する 。

２８）こうした労働価値理論の論理構成の解明は拙稿（福田１９９７）の主題の一つであ った。拙稿による

　と労働価値理論は価値の決定と価格の決定に関する二重の体系によっ て表すことができる，すなわち

　本稿の式（２ ．１）（３ ．１）（３ ．２）とｐ＝ｐ。＊／ｐＧ＊ より ，

　　　　　（１＋元）ｗＬｉ＝ｐＡｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７１）
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　　　　　 Ｐ＝Ｐ
。＊／Ｐ。＊

　　　　　（１＋冗）ｗＬｉ＝ｐ
Ａ＊Ａｉ

　　　　　（１＋冗）ｗＬＧ＝ｐＧ＊Ｇｉ

　である。そしてｐＡ
ｉ／Ｌｉ：Ｇ／ＬＧだから ，Ｇ／ＬＧ一定のときｐＡｒＬｉ比例関係およびｗ一冗 相反関係は

　厳密に成立するのである（福田１９９７，ｐ
．８６）。

２９）すでに見たように一般商品の価格と需要一供給の調整は部門間の資本移動によるのであるが，労働

　者の賃金と需要一供給の調整は経済全体の資本蓄積と人口増加によるのである。後者について本稿で

　は「動学的調整」と呼ぷ。こうした相違を中村１９９６，ｐ２４９は「調整機構の内的相違」と呼んだので

　ある。なおここで示した人口増加率の変化は，これのみによるなら実質賃金一定の仮定を説明するも

　のであるにすぎないが，リカードはこれとともに資本蓄積率の変化を導入したのであ った 。

３０）　リカードのこの叙述の解説は拙稿（福田１９９８，ｐｐ
．８７０－７５）の中心的な主題であ った。これに基づ

　いてリカードの資本蓄積と人口増加の問題を考慮した包括的な分析を再構成することができる ，そし

　てリカードの動学分析を垣間見ることができるのである 。

３１）このように資本蓄積率と人口増加率が内生的に定義されていることが第５章賃金論の本稿による位

　置づけにとっ て決定的に重要である。リカートは『原理』の複数の箇所で利潤率の水準が資本蓄積の

　水準を規定することを述べている（ＲＷ，Ｉ ，ｐ７９，９８，１２２，２９０）。 Ｈａｒｒｏｄ１９７３，ｐｐ１２－１３（邦訳ｐｐ

　１８－２０）によるとリカードの動学分析においては「経済成長の主要な推進力」として「蓄積」が正当

　に扱われているという 。こうした評価は上述の点に関連する 。

３２）　リカードは第５章賃金論のなかで貨幣賃金の変化の原因として，賃金財価格の変化と労働需要一供

　給比率の変化を挙げている（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．９７） ．なお同様の叙述は第１章価値論においてすでに見出す

　ことができるが，そこでは賃金財価格の変化による影響のみが明示的に扱われていた（ＲＷ，Ｉ ，ｐ

　１５）。

３３）Ｓｍｌｔｈ１９５０，ｖｏ１２，ｐ３４８によると資本蓄積率の変化は実質賃金の変化を通して人口増加率の同様

　の変化を継起させるとし，リカードはこの叙述を『原理』第１６章賃金租税論においてそのまま引用し

　ている（ＲＷ，Ｉ ，ｐ２１５）。 こうした賃金概念は，Ｃａｓａｒｏｓａ１９７８，ｐ５７のいう「動学的均衡賃金」ある

　いはＣａｒａｖａ１ｅ ＆Ｔｏｓａｔｏ１９８０，ｐｐ．１１３－１４のいう「自然賃金」に近い。拙稿（福田１９９８，ｐｐ．８６６－６７）

　によるとリカードの自然賃金を成長率が必ずしもゼロでない状況において労働者の需要一供給の一致

　を保証する賃金として再定義するなら〈自然賃金＝均等賃金＝均衡賃金ミ生存賃金〉となる。ここで

　均等賃金とは均等利潤率が成立しているときの市場賃金であり ，均衡賃金とは資本蓄積率と人口増加

　率が一致しているときの均等賃金である 。

３４）この意味において本章における比較静学分析の定式化はＰａｓｉｎｅｔｔｉ１９６０に代表される実質賃金一定

　の仮定を採用する定式化をある程度支持するものである。ただし本文中で示すように分配変数はすべ

　て貨幣タームで定義し，異質財賃金の仮定を採用し，賃金基金の仮定は採用しない 。

３５）　リカードは遺稿「絶対価値と交換価値」において農業部門の生産過程は経済全体のなかで平均的な

　資本構成をもち，しかもその生産物は実質賃金を構成する，そして貨幣商品の生産過程はこれと等し

　い資本構成をもつと仮定すると述べた（ＲＷ，Ｗ ，ｐｐ．４０５－０６）。 このとき少なくとも農業生産物と貨

　幣商品のあいだで労働価値理論は成立し，そして貨幣タームで表現された農業部門の生産過程は経済

　全体の平均的な状況を代表すると看なすことができる。こうした仮定が承認されるなら，先立って執

　筆された順理』における議論を正当化することができる 。

３６）　これは部門［Ａｌに所属する土地ｊのうち実際に耕作される土地ｉに対応する産出量Ａｉと労働量Ｌｉ

　について ，ｊ＝１，…
ｎ；ｉ＝１
，… ｍ；１≦ｍ≦ ｎ；£

・→Ｏとして
，

　　　　　Ａ ・＝ 　Ａｉ；Ａ１＞Ａ２＞ …＞Ａ。＞Ｏ

　　　　　Ｌ＝　Ｌｉ；Ｌ１＝Ｌ２＝ …＝Ｌｎ＝£

　として表すことができることを前提とする。このとき部門［Ａｌの全体における産出量Ａと労働量Ｌ

　の関係は微分可能な生産関数Ａ＝ｆ（Ｌ）として数学的に扱うことができる。またこのとき限界地の物

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７２）
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　的生産性Ａｍ／Ｌｍは，Ｌｍ→Ｏだから限界生産物ｆ’（Ｌ）として表すことができる 。

３７）Ｐａｓｍｅｔｔ１ １９６０，ｐ８４は本稿の仮定に即していうなら賃金基金Ｋ＝ｗＬにおいて資本額Ｋと貨幣賃金

　ｗを所与として労働量Ｌが決定するという構図を示しているが，これは労働供給の無限大の弾力性

　を仮定せねばならないから，いかにも不自然である。またリカードはそもそも投入資本の大きさをそ

　れほど重視しておらず，第６章利潤論における数値例では利潤額と資本の保有額の比率を利潤率とし

　て計算している（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１１７）。

３８）　リカードは『原理』第１章価値論ほかにおいて貨幣商品の労働生産性は一定であると仮定し，そし

　て貨幣賃金の上昇が利潤率の傾向的低下を帰結することを述べている（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１７ｎ，６４，１１５）。 従

　っ てやはりリカードにとっ ての利潤率の定義は本文中の式（４．７）すなわち

　　　　　 冗：”／ｗ－１

　だから，利潤率は貨幣商品の労働生産性および貨幣賃金に依存して決定する。ただし賃金財に関する

　すべての情報が与えられるなら利潤率は ，

　　　　　 元＝〃Ｘ
ぴ／ｆ ’ｉ ）のｒ１＝１／以 ｏリｉ／ｆ

’ｉ

）一１

　でもあるから，利潤率は賃金財の労働生産性および実質賃金に依存して決定する。ここで賃金財ｉの

　労働生産性ｆ
’ｉ，

実質賃金に含まれる分量 ｏｉ である。これについてリカードは正当にも「貨幣の価値

　の変動」は「利潤にたいしてはいかなる実質的効果をも生じえない」と述べている（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．６４）。

　これはまた異質財を貨幣商晶によらずに，直ちに「労働」によっ て集計することを形式的に表してい

　るから ，Ｓｒａ丘ａ１９５１ ，ｐ　ｘｘｘ１１ による穀物比率モテルを一般化したものという解釈もその限りでは支

　持できる。しかし賃金財に関するすべての情報を得るという前提はあまり現実的ではないし，拙稿

　（福田１９９８，ｐ．８６７）で述べたとおりリカードの一般的な議論によるなら，貨幣賃金は労働市場にお

　いて労働需給の状況の影響を被りながら決定するから，貨幣商品の労働生産性と貨幣賃金は相互に独

　立な要因として利潤率を規定する。従ってリカード自身にとっ ての利潤率の定義としては式（４ ．７）を

　採用するべきである 。

３９）本文中の商晶［Ｂｌの生産過程は投入は労働力のみという単純なケースを想定したものだ ったが ，

　利潤率の定義は資本構成の相違するときでも一般的にも式（４．７）あるいは式（４ ．１１）の形を取る。す

　なわち資本構成の高い生産過程の費用一価格関係は一般的に ，

　　　　　　（１＋冗） ｔｗＬＢｔ＝ｐＢＢ

　として表すことができるが，本文中の式（３ ．２）すなわち（１＋冗）ｗＬＧ：ｐＧ＊Ｇを貨幣商品の生産過程と

　し，商品［Ｂ１の価格ｐ。＝ｐ
Ｂ＊／ｐＧ＊ とするなら，利潤率は次のようにして表すことができる 。

　　　　　 冗＝ｐＢＢ／　（１＋兀）
ｔｉ１ Ｌ趾一ユ＝ぴ／ｗ－１

　労働価値理論の成立は均等利潤率の成立を前提とするのだったから当然ではあるが，労働価値理論の

　成立を前提とする限りはすべての部門の利潤率は，その部門が賃金財部門であるか否か，資本構成が

　均等であるか否か，収穫が一定であるか否かに関わりなく均等な値をとっ て決定する。換言するなら

　利潤率が均等になるような価格が成立するのである 。Ｓｍ１ｔｈ１９５０ ，Ｍａｒｘ１９６７の一般的利潤率の決

　定に関する立場は一定の論理に基づいて成立した個別的利潤率が均等化する原理に関連するものであ

　　り ，Ｓｒａｆｆａ１９５１；Ｐａｓｉｎｅｔｔｉ１９６０の立場は端的に賃金財部門の物的生産性が一般的利潤率を規定する

　と主張するものであるが，リカードの立場はいずれとも異なる固有のものである 。

４０）こうした利潤率の一般形式 冗＝ぴ／ｗ－１，および関連する同様の結論は，渡会１９８３，ｐ
．３９－４１に見

　られる。渡会１９８３はリカードの分析について農業部門，工業部門，貨幣部門からなる３部門マクロ

　経済を仮定し，一般商品と貨幣商晶の価値の比率を価格として定義している 。

４１）本稿のいうリカードの「市場法則」は経済全体の総需要と総供給の恒常的一致の命題を指す。リカ

　ードの分析における市場法則の意義について議論の余地はあるかもしれないが，本稿は第１に均等利

　潤率の成立の論理を支持する，第２に資本蓄積の進行に関する論理を補完するという点に見出す。従

　っ てＰｅａ．ｈ１９９３，ｐ．１５のいうとおり ，市場法則はリカードの『原理』における理論体系にとっ て中心

　的な役割を果たす。周知のとおりケインズ（Ｊｏｈｎ　Ｍａｙｎａｒｄ　Ｋｅｙｎｅｓ）はこれについて「需要関数を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７３）



７４　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第１号）

　　無視してもかまわないという考え方は，リカードウ経済学にとっ て根本的」であり「伝統的経済学の

　　名高い楽天王義」を象徴するものだとして批判した（Ｋｅｙｎｅｓ１９７３，ＰＰ３２－３４）。

４２）これは換言するなら貨幣の退蔵なし，あるいは貯蓄＝投資の仮定を意味する。すなわちリカードは

　　理論的には貯蓄＞投資のとき供給＞需要であることを承認していたのであり ，この意味においてマク

　　 ロ経済の論理を把握していたと看なすことができる。ただしリカードにとって投資は次期の産出を決

　　定する要因であり＜今期の貯蓄→今期の投資→次期の産出→次期の需要〉という関係が基本的であ っ

　　たが，ケインズにとっ て投資は今期の需要を決定する要因であり〈今期の投資→今期の需要→今期の

　　産出→今期の貯蓄〉という関係が基本的であ った（Ｋｅｙｎｅｓ１９７３，ｐｐ６２－６３）。

４３）　リカートは『原理』第２１章蓄積論において資本蓄積の水準が利潤率の傾向的低下のみによっ て制約

　　されるということを論証しようとしたが，さらに『マルサス評注』においては資本蓄積が利潤率の低

　　下による制約の範囲内で，ある程度「独立」に決定するという見解を主張した。そこでは資本家が利

　　潤からの消費を減少させながら利潤からの投資を増加させるケースについて，マルサスが需要を一定

　　のままに供給の増加を生じるから不可能であると主張したのに対して，リカードは次期の供給の増加

　　そして需要の増加を帰結するから可能であると王張した（ＲＷ，ｕ ，ｐｐ３０２ －０９）。 ここでマルサスは

　　当期の投資は当期の供給を規定するという前提に立っているが，これは注４２）で述べたケインズの立

　　場に近い。Ｍｏｒ１ｓｈｍａ１９８９，ｐ１２４（邦訳１２７頁）によるとリカート体系には独立の投資関数は存在せ

　　ず，むしろ市場法則を承認したために貯蓄はすべて投資されねばならないというが，これも同様の前

　　提に基づいた解釈である。リカードは実際には市場法則を承認して〈貯蓄＝投資〉を仮定しながらも

　　＜利潤：貯蓄〉は仮定しておらず，従って「貯蓄から独立」ではないが，市場法則に依拠しながら

　　「利潤から独立」の投資関数が次期の経済の状況を規定すると考えていたのである。なお本章第６節

　　による定式化では利潤に関する貯蓄率を所与かつ一定とするが，これは便宜上の仮定に過きない 。

４４）　リカートは『原理』第５章賃金論およぴ第２１章蓄積論においては労働供給の虹限大弾力性とか労働

　　予備軍の恒常的存在とかを仮定しない分析を行っている。また技術変化による生産性の上昇，および

　　生産性の高い部門への資本移動というケースは特に考慮していない。後者の資本移動の排除について

　　は総需要が与えられたとき各部門の生産物に対する需要そして各部門において必要な資本量が決定す

　　る想定することによっ て正当化されるだろう 。従ってリカードのいう資本蓄積は基本的には労働供給

　　の増加を待って初めて進行する 。

４５）これは今期（前期）において技術的生産条件が利潤率そして資本蓄積率を決定し，これが賃金の変

　　化を通して人口増加率を決定し，次期の経済の状況を決定するという図式である。ここで資本蓄積率

　　が過程の決定について中心的な役割を果たし，賃金の変化が過程の進行を媒介し，市場法則が過程の

　　進行を保証している。リカードは注３３）で述べたとおり ，スミスに倣って資本蓄積率の変化は実質賃

　　金の変化を通して人口増加率の同様の変化を継起させるという論理を述べている（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．２１５）。

４６）すなわち一般商晶に関する動学的調整のみが＜供給→需要〉の関係を想定するものであるから価格

　　の変化が問題にならない。これらを整理するなら次のとおりである 。

　　　　　　第４章 ：一般商品の部門間調整 ：需要変化→価格変化→資本移動→供給変化

　　　　　　　 ・　 ：労働者の　　 〃　　　 ：需要変化→賃金変化→人口移動→供給変化

　　　　　　第２１章　一般商晶の動学的調整　生産条件→資本蓄積→供給変化→需要変化

　　　　　　第５章 ：労働者の　　 〃　　　 ：需要変化→賃金変化→人口増加→供給変化

　　そして一般商品および労働者に関する動学的調整によっ て総供給および総需要が決定し，これに基づ

　　いて各部門の需要が決定し，一般商品および労働者の部門問調整が生じるという論理になる。なお労

　　働者の部門問調整について，リカードは一般商品と同様に均等利潤率が成立したとき自然賃金が成立

　　するという論理を承認している（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．９１－９２）。

４７）　このうち「動学的調整論」の導入による「蓄積と地代を考慮した価値：分配論」はリカートが実際

　　に議論したわけではないから完全な再構成である。また第４章価格論における「部門問調整論」は比

　　較静学分析の成立のための前提として不可欠であるが，その調整の過程について明示的に分析のなか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４）
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に統合されているわけではないから本文中のようにして表した 。

　この意味において本章における動学分析の定式化はＣａｓａｒｏｓａ１９７８ほかに代表される実質賃金一定

の仮定を採用しない定式化をある程度支持するものである。ただし本文中で示すように分配変数は貨

幣タームで定義し，異質財賃金の仮定を採用し，賃金基金の仮定は採用しない，また貨幣賃金と雇用

の決定様式を別途定義する 。

　ここで式（６８）は労働雇用量Ｌが資本による雇用可能量Ｋｓ／ｗと労働供給量Ｌｓのうち小さい方の

値を取ることを表している。リカード自身は述べていないが，労働需要一供給ギャッ プが生じたとき

賃金の変化がこのギャッ プを完全に調整すると想定しない限りはこうした雇用の決定式の定義は動学

分析の再構成のためには不可欠である 。

　ここで式（６ ．１０）について刃＝１，４＝Ｏ，さらに同質財賃金ｗ＝ｐｏの仮定が採用されているとき ，

　　　　ｗｔ＿１＝ｗｔ／ｗｔ＿ｒ１：ｐｔｏｔ／ｐｔ－１６りｔ＿１－１＝ｐ
ｔ／ｐ

ｔ－ｒ１

だからｏ。＝ｏｔ－１，すなわち実質賃金 ｏリ は一定である。また刃＝０，４＝１，かつＬ＝Ｋｓ／ｗのとき ，

　　　　ｗｔ＿１＝ｗｔ／ｗｔ－１－１＝（Ｋ
ｓｔ
／Ｌｔ）／（Ｋ

ｓｔ
／ＬＤ）一１＝ＬＤｔ／Ｌｔ－１＝Ｌ

Ｄｔ／Ｌｓｔ－１

だからＬ：Ｌ
ｓ，

すなわち労働供給Ｌｓは完全に雇用される。しかしこうした特殊な場合を除いて実質

賃金は変化するし，労働供給は必ずしも完全には雇用されない 。

　この人口増加率の決定式（６ ．１５）について，もし右辺第１項がないなら実質賃金の変化に対応して

１期間以内に人口増加率が変化するという非現実的な仮定を承認することになる。しかし右辺第１項

により人口増加率の変化の遅れを考慮することによっ て， いくらか現実的な状況を表現することがで

きる。ここで実質賃金 ｏと人口増加率 ｎの相関は ｎｔ－１＝ｎｔ一。 と置いたとき ，

　　　　 ｎｔ＿１＝［ｃ／（１－ｂ）］［（ｐｔ＿１ｏ火 ＿１ ＋ｖ）／（ｐｔ＿１ｏ戸十ｖ）一１］

として確認することができる 。ｂ＜１ ，ｃ＞０である限り正の相関が存在する。ただし実質賃金と人口

増加率の正の相関の想定自体が必ずしも現実的でないということは言うまでもない 。

　リカードは収穫逓減の影響により利潤率があまりに低い水準まで低下したとき資本蓄積は停止する

と考えていた（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．１２２）。 本稿の動学分析モデルにおける成長状態 ａ）および停滞状態ｂ）は

各々次のようにして表すことができる 。

　　ａ）ｐ＜（似一ｖ）／ ｏリ＊，ｗ〈ぴのとき ，死＞Ｏ，ｏ＞の＊ ｇ＞０，ｎ＞０

　　ｂ）ｐ＝（似一ｖ）／の＊，ｗ＝ぴのとき ，兀＝Ｏ，の＝乙リ＊ ｇ＝０，ｎ＝ｏ

ここでリカードのいう収穫逓減の過程は成長状態 ａ）から出発して［」ｐ＞Ｏ，」ｗ＞Ｏ，」冗＜Ｏ，肋く０ ，

」ｇ〈Ｏ，」ｎ＜０１を経て停滞状態ｂ）に到達する経路を意味する。停滞状態では［ＬＤ＝Ｌ
ｓ，

」ｗ＝Ｏ
，

」Ｌ＝Ｏ，」ｐ＝Ｏ１だから［〃：０，」ｏ：０，」ｇ＝Ｏ，」ｎ＝０１すなわち内生的には変化は生じない 。

また停滞状態にいたる収束経路の存在は次のようにして確認することができる 。

　　１）　ｇ＝ｎ＞Ｏ；ＬＤ＝Ｌ
ｓ，

」ｗ＞Ｏ，」Ｌ＞Ｏ，」ｐ＞Ｏ；」冗＜Ｏ，」の≦０；」ｇ〈Ｏ，」ｎ ≦０

　　２）　 ｇ＝ｎ＜０ ，ＬＤ＝Ｌ
ｓ，

」ｗ＜Ｏ，」Ｌ＜Ｏ，カｐ＜０ ，凶冗＞Ｏ，」ｏ≧Ｏ ，」ｇ＞０，」ｎ≧０

　　３）　 ｇ＞ｎ；　ＬＤ＞Ｌ
ｓ，

」ｗ＞Ｏ，」Ｌ……Ｏ，」ｐミ０；」冗＜Ｏ，」６リ＞０；」ｇ＜０，」ｎ＞０

　　４）　 ｇ＜ｎ；　ＬＤ＜Ｌ
ｓ，

」ｗ〈Ｏ，ムＬ妻０，」ｐミＯ；」冗＞Ｏ，」ｏ＜０；ムｇ＞０，」ｎ＜Ｏ

ここで過程１）２）は資本成長率と人口増加率が一致しているとき両者はゼロの方向に変化するという

こと ，過程３）４）は資本蓄積率と人口増加率が一致していないとき両者は相互に一致する方向に変化

するということを示している。なお過程３）４）について貨幣賃金の変化の方向が価格の変化による影

響のために逆転するというケースが考えられるが（ＲＷ，Ｉ ，ｐｐ．１０１－０２），これは労働需給ギャッ プ

の拡大そして貨幣賃金の変化による影響の増大を意味するから長期的には継続しない。従って本稿の

動学分析モデルはどのような初期状況を想定しようとも過程１）２）３）４）を経て少なくとも停滞状態

ｂ）の近傍に収束するという経済変動の経路を表現することができる 。

　すなわち貨幣賃金 ｗのとき ，労働者Ｌ［人１が賃金ｗを所得として獲得し，（Ｌｓ－Ｌ）［人１が賃金ゼ

ロであるから，人口増加率は両者を考慮して ，

　　　　 ｎ、．１＝ｂｎ、．２ ＋ｃ［ｗ、＿１／（ｐ、＿１の＊ 十ｖ）一１１ｅｔ．１ ＋ｃ［０／（ｐｔ＿１ｏ＊ 十ｖ）一１］（１－ｅｔ＿１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５）



７６　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第１号）

　　となり ，これを整理して式（６ ．１５’）を得る 。

　５４）すなわち前期（ｔ－１）の資本供給額Ｋｓの決定から当期（ｔ）の資本供給額Ｋｓの決定に至る経路は

　　遊休資本（Ｋｓ－Ｋ），投下資本の回収分Ｋ，投下資本の増加分」Ｋの３つだから ，

二ニエ＾
∴ｌｌｌｌｌト

　として図示することができる。そして遊休資本が保存される場合はこれらの経路のすべてを考慮して ，

　　　　　Ｋｓｔ＝（１＋ｇｔ＿１ ）Ｋｓｔ＿１：［（１－ｕｔ．１ ）十ｕｔ＿１ ＋ａ冗ｔ＿１ｕ、．１１Ｋ
ｓｔ＿１

　となり ，これを整理して式（６ ．１３’）を得る。また遊休資本が廃棄される場合は（１－ｕ）を考慮せずに ，

　　　　　Ｋｓｔ＝（１＋ｇｔ＿１ ）Ｋｓｔ＿１＝［ｕ、＿１ ＋ａ冗、＿１ｕ、＿１］Ｋ
ｓ、一１

　となり ，これを整理して式（６ ．１３”）を得る 。

５５）　リカートが初めて明確に失業の問題に言及するのは周知のとおり『原理』第３１章機械論においてで

　ある（ＲＷ，Ｉ ，ｐ．３８８）。 しかし実際には失業の問題はリカード自身が述べなかったにも拘わらず第５

　章賃金論において必然的に生じるのである。従来の多くの定式化において失業が存在しえなかったの

　は賃金基金の仮定によるものであるが，しかしリカードは必ずしもそのような仮定に基づいて労働雇

　用量を決定していたのではなかった。そしてリカードは賃金の変化の原因について賃金財価格の変化

　と労働需要一供給の不一致を挙げているが，これを考慮した式（６．１０）より一般的には貨幣賃金の変

　化によっ ても労働需要一供給の不一致は解消されないということは明らかである 。注５０）を見よ 。

５６）例えは理論的貢献を重視する立場によるリカート研究の代表としてＭｏｎｓｈｍａ１９８９，文献的事実を

　重視する立場の代表としてＰｅａｃｈ１９９３，これら両者の中問を意図する立場の代表としてＳｒａ伍ａ１９５１

　　，Ｈｏ１１ａｎｅｄｒ１９７９を挙げることができるだろう 。

５７）Ｓｔ１ｇ１ｅｒ１９６５によると「科学的解釈の原則」として忌考体系の王要な分析的結論との整合性を基準

　とする解釈，「人物的解釈の原則」として思考様式との近似性を基準とする解釈を説明している。そ

　して前者の分析的結論との整合性を基準にせよという見解はその後のリカード研究に対してい影響を

　残したのであるが，Ｒｏｓｓｅ１ｌｉ１９８５，ｐ．２５２は結論よりも ，むしろ分析の前提を考慮することが重要で

　あるとして異議を申し立てている 。

５８）これらについて拙稿（福田１９９８）を参照せよ。この問題に関わっても従来の多くの研究において

　は「一つの」リカードの分析の定式化のために，リカードの叙述のうち実質賃金一定を支持するもの

　と支持しないもののうち何れかを選択して何れかを切り捨てるという操作が行われた 。
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Ｓｔｌｇｌｅｒ，Ｇ１９６５，Ｔｅｘｔｕａ１Ｅｘｅｇｅｓｌｓ　ａｓ　ａ　Ｓｃ１ｅｎｔ１丘ｃ　Ｐｒｏｂ１ｅｍ，１１；６０刀ｏ舳６０，３２，ｐｐ４４５－５０

Ｔｏｓａｔｏ，ＤＡ１９８５，ＡＲｅｃｏｎｓ１ｄｅｒａｔ１ｏｎｏｆＳ
ｒａｆｆａ’ｓＩｎｔｅｒｐｒｅｔａｔｌｏｎｏｆＲ１ｃａｒｄｏｏｎ Ｖａ１ｕｅａｎｄＤ１ｓ位１ｂｕｔ１ｏｎ

，

　　　ｉｎ　Ｃａｒａｖａ１ｅ，Ｇ．Ａ．（ｅｄ．）１９８５，ｐｐ．１８９－２１６

堂目卓生

寺冨田進言台

寺冨田進言台

宇冨田進亨台

羽鳥卓也

羽鳥卓也

松本有一

１９９０「展望 ：リカード的成長モデルの諸形態」『立命館経済学』３９，ｐｐ ．５６ －８６

１９９６「初期リカードの利潤理論について」『立命館経済学』４５，ｐｐ．９６－１２１

１９９７「リカードの労働価値理論について」『立命館経済学』４６，ｐｐ．２７１－９７

１９９８「リカードの賃金概念と動学分析について」『立命館経済学』４７，ｐｐ
．８５９ －８２

１９７２『古典派経済学の基本問題』未来社

１９９５『リカードウの理論圏』世界書院

１９８２「リカード体系の数学的定式化について」『経済学論究』３６（２）， ｐｐ ．７１－８６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７）



７８　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４８巻 ・第１号）

水田健１９８５「リカードウ研究」『経済学史学会年報』２３，ｐｐ．１３－２２

中村廣治　１９７５ｒリカァドウ体系』ミネルヴ ァ書房

中村廣治　１９９６『リカードウ経済学研究』九州大学出版会

千賀童義　１９８９『リカードウ政治経済学研究』三嶺書房

白杉　剛　１９８２「リカート蓄積論における賃金変動モテル」岬南経済学論集』２２，ｐｐ３２５－４９

渡会勝義　１９８３ｒリカートウの基本モデルについて」［経済研究』６７，ｐｐ１－ ６９

（７８）
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